
第 4回都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 次第
日時 平成 23年 7月 25日 (月 )13:00-16:00
於  国立がん研究センター国際研究交流会館3階
主催 国立がん研究センター

|.開会挨拶  都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会議長
国立がん研究センター理事長  嘉山孝正

‖.来賓挨拶  厚生労働省健康局      外山千也局長

Ⅲ.議事

1.厚生労働省からのお知らせ

l)がん対策推進基本計画の変更について

2)がん診療連携拠点病院の指定について

2.都道府県がん診療連携拠点病院に対するアンケート結果について
3.がん登録に関する提言について

4.情報提供 。相談支援の取り組みついて
ア)患者必携普及に関するアンケー ト結果報告

イ)院内での相談支援機能の強化にについて

佐賀県立病院好生館   理事長 十時 忠秀
ウ)滋賀県がん診療連携協議会の取り組みについて

滋賀県立成人病センター 副院長 鈴木 孝世
5 臨床試験部会からの報告
6.院内がん登録全国集計について

刀 2008年症例全国集計の公表について

イ)2009年症例全国集計概況報告について

"2010年
症例の収集について

7.院 内がん登録予後調査支援事業について
8 院内がん登録標準登録様式改定に向けての状況報告について
9 部会の設置 (案)について

刀 がん登録部会の設置 (案)について

イ)情報提供・相談支援部会の設置 (案 )について

10.総合討議/今後の連絡協議会の活動について

11.事務連絡

IV.閉会
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病理診断・画像診断コンサルテーションに関するアンケート結果について

がん登録の推進に関する追加提言

① 患者必携配布・普及事業に関するアンケート調査結果サマリー
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佐賀県での相談支援機能の強化について

滋賀県におけるがん情報提供と相談支援

臨床試験部会の開催

① 院内がん登録 2008年 全国集計
② 院内がん登録 2008年 全国集計 報告書 【抜粋版】
院内がん登録全国集計2009年 奨励全国集計概況報告について
院内がん登録全国集計2010年 症例の収集について

予後調査支援事業について
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がん登録部会、情報提供・相談支援部会の位置づけ (案 )

がん登録部会の設置 (案)について

情報提供・相談支援部会の設置 (案)について

都道府県がん診療連携拠点病院協議会規約
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がん対策基本法における
がん対策推進基本計画と都道府県がん対策推進計画

|(がん対策推進基本計画 )

第九条 政府は、がん対策の総合的かつ計画的な推進を図るた
め、がん対策の推進に関する基本的な計画 (以下「がん対
策推進基本計画」という。)を策定しなければならない。

がん対策推進基本計画に定める施策については、原則と

して、当該施策の具体的な目標及びその達成の時期を定
めるものとする。

厚生労働大臣は、がん対策推進基本計画の案を作成し、
閣議の決定を求めなければならない。

厚生労働大臣は、がん対策推進基本計画の案を作成しよ

うとするときは、関係行政機関の長と協議するとともに、が
ん対策推進協議会の意見を聴〈ものとする。

政府は、がん対策推進基本計画を策定したときは、遅滞な
く、これを国会に報告するとともに、インターネットの利用そ
の他適切な方法により公表しなければならない。

政府は、適時に、第二項の規定により定める目標の達成
状況を調査し、その結果をインターネットの利用その他適切
な方法により公表しなければならない。

政府は、がん医療に関する状況の変化を勘案し、及びが

ん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも五年ごとに、
がん対策推進基本計画に検討を加え、必要があると認める
ときには、これを変更しなければならない。

第二項から第五項までの規定は、がん対策推進基本計画
の変更について準用する。

(都道府県がん対策推進計画 )

第十一条 都道府県は、がん対策推進基本計画を基本とすると

ともに、当該都道府県におけるがん患者に対するがん医療
の提供の状況等を踏まえ、当該都道府県におけるがん対
策の推進に関する計画 (以下「都道府県がん対策推進計
画」という。)を策定しなければならない。

都道府県がん対策推進計画は、医療法(昭和二十三年法
律第二百五号)第二十条の四第一項に規定する医療計画、
健康増進法(平成十四年法律第百三号)第八条第一項に
規定する都道府県健康増進計画、介護保険法第百十八条
第一項に規定する都道府県介護保険事業支援計画その他
の法令の規定による計画であつて保健、医療又は福祉に関
する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければな
らない。

都道府県は、都道府県がん対策推進計画を策定したとき
は、遅滞なく、これを公表しなければならない。

都道府県は、当酸も道府県におけるがん医療に関する状
況の変化を勘案し、及び当麟都道府県におけるがん対策
の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも五年ごと:こ、お遭
府県がん対策推進計目に検討を加え、必要があると□める
ときには、これを変更Uじければならない。

第二項の規定は、都道府県がん対策推進計画の変更に
ついて準用する。

※ 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案 (平成23年4月 5日衆議院提出)
(がん対策基本法の一部改正 )
第五十五条 がん対策基本法 (平成十八年法律第九十八号)の一部を次のように改正する。
第十一条第三項を削り、同条第四項中「変更しなければ」を「変更するよう努めなければ」に改め、同項を同条第三項とし、同条第五項を削る。
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都道府県がん対策推進計画策定状況
(平成21年 11月 30日 現在 )
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※ がん対策推進基本計画においては、平成19年度中作成が望ましいとされた



改 正 後 改 正 前

Iがん診療連携拠点病院の指定について
1 (略 )

4 厚生労働大臣が指定するがん診療連携拠点病
院については、院内の見やすい場所にがん診療連

携拠点病院である旨の掲示をする等、がん患者に

対し必要な情報提供を行 うこととする^

5 厚生労働大臣は、がん診療連携拠点病院が指
定要件を欠くに至ったと認めるときは、その指 定
を取 り消すことができるものとする。

地域がん診療連携拠点病院の指定要件について

1(略 )

2 研修の実施体制
(1)(略 )

(2)(1)の ほか、原則 として、当該 2次医療
圏においてがん医療に携わる医師等を対象と

した早期診断、副作用対応を含めた放射線療

法・化学療法の推進及び緩和ケア等に関する

研修を実施すること。なお、当該研修につい

ては、実地での研修を行 うなど、その内容を

工夫するように努めること。

3 情報の収集提供体制
(1)相談支援センター
(相談支援センターの業務 〉
ア (略 )

イ (略 )

ウ (略 )
工 (略 )

オ (略 )

力 (略 )

キ HTLV-1関 連疾患であるATL
に関する医療相談

∠ その他相談支援に関すること

(略 )

(略 )

(2)

(3)

(略 )

(略 )

Iがん診療連携拠点病院の指定について
1 (略 )

4 厚生労働大臣は、がん診療連携拠点病院が指定
要件を欠 くに至つたと認めるときは、その指定を

取 り消すことができるものとする。

地域がん診療連携拠点病院の指定要件について

1(略 )

2 研修の実施体制
(1)(略 )

(2)(1)の ほか、原則 として、当該 2次医療圏
においてがん医療に携わる医師等を対象とし

た早期診断及び緩和ケア等に関する研修を実

施すること。なお、当該研修については、実地

での研修を行 うなど、その内容を工夫するよう

に努めること。

情報の収集提供体制

(1)相談支援センター
(相談支援センターの業務
ア (略 )

イ (略 )

ウ (略 )
工 (略 )

オ (略 )

力 (略 )

その他相談支援に関すること

(略 )

(略 )

(2) (略 )

(略 )(3)

資料1-2

傷ll添 )

がん診療連携拠点病院の整備について

-5-



改 正 後 改 正 前

Ⅲ 特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として
指定する場合の指定要件について

(略 )

Ⅳ 都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件につい
て

(略 )

V 目立がん研究センターの中央病院及び東病院の指
定要件について

(略 )

Ⅵ 指定・指定の更新の推薦手続き等、指針の見直し
及び施行期日について
(略 )

特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として

指定する場合の指定要件について
(略 )

都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件につい

て

(略 )

日立がん研究センターの中央病院及び東病院の指

定要件について

(略 )

指定 0指定の更新の推薦手続き等、指針の見直し

及び施行期日について

(略 )

Ⅲ

Ⅳ

-6 -



資料1-3
AttL O H丁 L∨-1に関する情報

●HTL∨-1キャリア指導の手引
厚生労働省研究班「本邦におけるHttLV l感染及び関連疾患の実態調査と総合対策」

http://― mh:w goip/bunya/kenkou/kekkaku― kansenshou1 9/d/htlv‐ 1_d pdf

●成人 T細胞白血病の治療を受ける患者さん 。ご家族ヘ
平成22年度厚生労働科学研究費補助金 第3次対がん総合戦略研究事業
「成人丁細胞白血病のがん幹細胞の同定とそれを標的とした革新的予防・診断・治療法の確立」

http//ぃ″vw mhlw gojp/bunya/kenkou/keklく aku kansenshou29/dソ atl odf

●よくわかる詳 し<わかるHTL∨-1
平成22年度 厚生労働科学研究費補助金研究事業

http://htlvlloho Org/img/geneに a1/1lustratbn/carierl odf

インタ…ネットによる情報提供 QI
O HTLV-1ポータルサイト

O∪・0.ttp.… mい |ヽ,ス (ぬ。F~~  ~~アニ

“

● く,HTLV l― ■暉   午 日
｀ 嗜・

◆「HTLV-1総合対策」の一つとして厚生労働省ホームペー
ジにポータルサイトを作成し様々な情報にアクセスできるよ
うに作成した。
◆ターゲット別、メニュー別に情報が検索できるようにし、欲
い情報にアクセスしやすくしている。
Oターゲット:妊婦の方へ、キヤリアの方・ご家族の方ヘ

医療関係者 支援に携わる方へ、自治体の方
0メニュー :相談・医療機関検索、よくわかるHTLV-1

マニュアル・手引き
関係通知、リンク

c)●・ "●
I`

|口 1)'IWW )'W9〔 ,“
'い
 t ya ken10り lkekkaku Kansens■ ou29 ndex it

■｀口生労働省

■・  ・
t=勁し

(平成23年 1月設置、4月拡充 厚生労働省ホームパージに設置) ′ ●●着みサイト|●●モート:需効



インターネットによる情報提供 ②

O HTLV-1情報サ…ビス

◆運営 :HTLV-1研究班合同委員会

蝠 与想鉢薪署損窪務留凛異藉藝(製4コ 甚響
大学 )

陽醐良妻♂8搬 羅皇磯場鳥署要揚
革新瞬

「威人T細胞自血病リンパ腫に対するインターフエロンαとジドブジン併
用療法の有用性の検証」研究代表者 :塚崎邦弘(長崎大学 )

舅 ワ分雪ツ】考鷲帥 鴨箋潟象磐鵬
(九州力
`ん
センター )

◆趣旨 :

最新のHTLV-1に関連する専門的な情報を―元的に
発信するとともに、患者・患者家族等が参考となる医

奎馨羅雷潜鰈 ら諄ほ
=ど

ξ旨萌響与ちF切な

◆主な内容 :

・HTLV-1関連疾患の説明
・検査等の説明、用語解説
。医療機関情報
・臨床研究情報  等

HTLV l情報サーヒス回   ・ ,́='‐  特

(平成23年 3月31日公
開)

hllr)://llt vlloh0 0r9/r、 dex himl

HttLV-1キャリアに対応出来る医療機関
・-413医療機関

AttL診療が可能な医療機関
・…266医療機関

AttL関連の臨床研究参加医療機関数

“・17医療機関

HAM診療が可能な医療機関
Ⅲ…226医療機関

※ 23年2月 現在

OHTⅣ‐1関連疾患に対応出来る診療機関・臨床研究機関

タ   
ー

′           ● ●■∵●ra

l.電
t tr喝

 |

拍定しraい

く検索可能な項目>

疾患別検索 :
ATL、 HAM、 キャリア等

地域別検索 :

47都道府県単位
治療方法 :

(平成23年度厚生労働科学研究HTLV-1研 究班合同委員会アンケート調査)



資料1-4

がん診療連携拠点病院の指定更新等に係る

今後のスケジュールについて

「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」平成20年 3月 1日付け健発第0301001号

健康局長通知 (平成22年 3月 31日一部改正)(平成23年3月 29日一部改正)(以下、「指針」と

いう)に基づき、平成24年度以降も引き続き、がん診療連携拠点病院 (以下、「拠点病

院」という)の 指定を希望する場合は、平成23年 10月 末までに、指針に規定する所

定の要件を充足した上で、指定に係る更新申請等を行う必要があります。拠点病院の

皆様におかれましては、指定推薦及び現況報告書の作成にご協力くださいますよう、

お願い申し上げます。

なお、今後のスケジュールは以下のとおりとなつておりますが、「第8回 がん診療

連携拠点病院の指定に関する検討会」については、別途連絡いたします。

平成 23年  10月 31日   指定推薦書等提出締め切り

平成 23年 12月 ～ 検討会における都道府県からのプレゼンテー
ション様式の提出依頼予定

第 8回がん診療連携拠点病院の指定に関する
検討会開催予定

検討会により指定が認められた医療機関の指
定年月日

平成 24年  2月  上旬

平成 24年  4月  1日

-9-
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「第4回都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会」事前アンケー ト集計結果

表 1 協議すべき内容に関す 見の

分野 意見要約 意見〈原文) 施設名

0｀ん 堂 球 ″`
～=螺ψ7安調
査を容易に実施すそ
ための体制整備に
ついて

ZI′ 刀｀
～
2螺 lヽ‐′い C

→「予後情報収集の効率、および精度を向上させるため、個人情報保護法の適応の範囲
でない死亡情報については、容易に得られるような環境整備を早く進めて頂きたい。」

lν 徊 川 示 円 ユ 人 子 広

^金沢大学附属病院

2)院内がん登録の推進について
b予後調査の市町村の生存確認調査について、市町村に対し、病院から住民票照会、
死亡小票の閲覧、住基ネットの利用など、制度面での改善(法整備)。

'1共
厚 県 共 厚 県 工 が ん セ

ンター

王民祟塁
^言
帳の

「り用の無料化につ
いて

た日の、国への追加提冨にありましたように「住民票基本台帳の利用を求めた場合には、
闘覧を可能にする」とありましたが、各市町村の手数料条例上、無料で利用できるように努
めていただきたい。

zo蜜 大u県 蜜 入田県 か ん セ ン
ター中央病院

り`
～
宜 琢 の 法制 16

こつい て

2)院内がん登録の推進について
aがん登録の法制化

31長厚県 兵厚県ユがんセ
ンター

)午‐ 仔 子 の 公 衣 力
‖ rっに、τ

尻内かん登録における、5年生得率の公表について、公表基準の続―をお願いしたい。 口広島県 国立大学法人
左島大学病院

主存平の算出方法
こついて

ク断 囚 が ん 重塚 の FE運 に つ い て
o公表の場合は、がん患者の9年生存率算出にかかる対象データや公表基準等の統

県響夕・
調

ン

兵 厚 県ユ が ん セ

元肉73｀ ύ重琢こ肥
或がん登録の項目
D統一化について

2,かん登錬 について
→「院内がん登録および、地域がん登録の項目の一致を早く実現して頂きたい。」

19伯 川県 国工天早法人
金沢大学附属病院

処点柄瞬以外の施
没も含めた院内が
し登録の一本化に
,いて

2)隔内がん登録の推進について
d全がん協、がん診療連携拠点病院、地域がん登録など一本化。

31長厚県 兵厚県工がんセ
ンター

元因がん登録につ
,ヽての国民への広
限について

2)院内がん登録の推進について
oマスメディアも利用した、国民への周知(広報)

31長厚 県 兵厚 県
=が
ん セ

ンター

隔床誠朦 部会 騒不 ●Attm云 へ 、
た学病院が積極的
こ参加できる体制の
実討について

0′ 畷 不 町 九 1/J燿 IIE
→全国の拠点病院よりなる、研究組織が構築されれば、大きな力になるのは間違いない
だろう。問題は、都道府県拠点病院の大部分が、独自の研究を推進する立場でもある"大

学病院"であり、それらが研究組織への参加を積極的に行える下地作りが必要であろう。

■●情四示 賀ユ何以広
^回立病院機構 九州がんセン

ター

硼沐 諷 販 部 云 の ヤ

算や、参加の方法に
ついて

4)臨床研究推進について(研修・研究部門)
→具体的な予算を明らかにして頂いた上で、公募内容・方法等につき、協議していただき
たい。

qb長町 県 回 エ ス 手 法 人
長崎大学病院

Jl究 バイオ′ヽンクシステ
ムの設置について

3)蝠床研究の推進について
o基礎研究に関連するデータベースの構築に関して
がん拠点病院に続―したバイォバンクシステムが設置されれば、膨大な検体数を蓄積

可能。

31兵厚県 兵陣県ユがんセ
ンター

キ細
`肩
環確旭り

肇積のための環境
整備について

3湖床研究の推進について
a治療llI式や、術後補充療法など、詳細な治療経過の蓄積を行うのに必要な、データ
ベース構築に利用できるマスターの作成。

`:兵
厚 県 兵 厚 暴 ユ 刀｀

～
マ

ンター

所九 種 這 r/Jため の

人材確保について
3)臨床研究の推進について
b基礎研究と臨床研究の連携に関して
→拠点病院では、各がん腫において豊富な臨床例を有しているが、それに見合う研究
部門の体制が充実しているとはいえない。臨床部門からの研究参画が望まれるが、両者の
連携は困難。常勤研究員の増加と、連携大学院による大学院生の受け入れ、などのシステ
ム作り。

県顧
夕・

ロ

ン

兵庫県立がんセ

引惨・人 7宵 風 興思
'内
玩撚フトV.7犯

設に対するがんに
調する知識の普及
蓄発の方法につい
て

`′

人

“

百 以

→医療連携を確実なものにするには、一般開業医のがん知識の向上が前提である。「緩
和ケア研修会」などは良策であると考えるが、問題は、医師会を中心とした認識の低さがあ
る。もつと有効にその必要性の啓発が必要(拠点病院の使命でもあろうが、各拠点病院の
努力だけに頼つていては、時間がかかりすぎる)。

|● 情四示 狙ユ何以法人口
立病院機構 九州がんセン
ター

呵1● :ヽわ1丁0[e―
earning」 0禾」F月に
′ヽて

1,かん織希ロケア麟修家について
→「受講者数が増えない最大の原因は、拘束時間の長さにあります。昨年、一昨年も要望
しましたが、講義部分については●JearJngに よる受講形式も認めて頂きたい。

19■ 川県 ロエ天早法人
金沢大学附属病院

腑惨:‐刀ワ1●E用
やインセンテイプの
らり方

3)人材育成について研 修研 究部門)
→例えば、がん看護専門看護師の育成における研修中の処遇や、出張旅費の問題、あ
るいは資格取得後にインセンティプを付加できるかという点について、県がん診療連携拠点
病院連絡協議会として、どのように統合していくのか、協議して頂きたい。

10長崎県 国ユ天宇法人
長崎大学病院



豊環 運 携 D｀ん難氏をなく7と
ハう観点からの「地
或連携パス」のあり
なについて

¬リカ`んの医環遅攪
→地域連携クリティカルバスの導入が進んでいるが、殆どが早期がんの術後フォローアッ
プパスが中心である。まず「がんの地域連携」を医療者にも患者・家族にも根付かせるため
の方策としては正しいと考える。しかし、がん患者が最も望んでいるのは「がん難民を無くす
こと」であり、現在のパス導入の方向性が直接に結びついていないのではないか?この
ギャップをどうするか?「急力ヽ ま廻れ」で認識付けを最優先するという考えも正しいが、全国
の拠点病院で共通認識をもつて体制を整える必要があるのではないだろうか?

10個 ●ltt aЩ工何以法人□
立病院機構 九州がんセン
ター

こ以 医 憬 建 優 ハ 人

D運用方法につい
υ地域医療連携バスの運用方法について ヤ 葉 県かん セン県栞け

夕・

り`ん医療政策に関
ナる国民への周知
こついて

1)がん診療に係る医療連携について
a周知方策の検討  →拠点病院、均てん化、地域連携など、がん医療政策の周知不
足、国民(地域住民)に対して「地域完結型医療」、かかりつけ医のシステムの周知

31兵厚県 兵厚県立がんセ
ンター

二者情報の電子化
:共有の推進

1)がん診療に係る医療連携について
o患者情報の電子データでの共有化の推進も必要。

31兵厚県具庫県立がんセ
ンター

テー ム 医 療 子ヤンサー不― Hこ
,いて

υキヤンサーホードについての認識の相連について 10† 果 示 す 果 県 ″｀
～
マ ン

ター

旧談 支 援 旧設 汗 叙 の 果 冨†万

去の明確化につい
C

5,租融 仔 双 を果 討丁る場官 の 基 準 について (相 融更 磯 部 門 :J‖崎 発生 リ
→統一マニユアルを作成して欲しい。特に以下の点について。
・自院入院中のがん患者に対して、退院支援業務の一環として、相談を受けた場合も相
談件数としてカウントするのかどうか
・相談内容のカテゴリ(あるいは項目)の統一
・がん種を記載するか (集計時)
・相談者のカテゴリの統一
・相談に要した時間

10長 町 果 国 ユ 入 早 法 人
長崎大学病院

かん 積 診 り`
～
慄移177月 期1■
を評価する方法と推
進のための活用方
去の検討について

コ断 C131、 院肉刀`ん笠球アータを解初し、l子しかん」!十日かん」では、l胃がん」1ス腸かん
よりも、がん検診により発見された患者数が多い。また、がん検診で発見された方は、より
早期の状態で発見されていることが判明しております。同様の解析を全国データを用いて
行い、「がん検診の推進をどのように行うべきか」をご検討頂きたい

14個 回 県 国 ユ 入 子 法 人
九州大学病院

見状に沿つたがん
貪診の実態把握の
方法の策定につい
て

4)がん横診の推進
→公的な検診施設だけでなく、一般開業医での検診 (例えば、上部・下部消化管など)の
実態把握を正確にしないと、検診率などの評価は困難ではないか ?

l」 偶●l県 狙ユ何収法人口
盤病院機構 九州がんセン
コー

がん予 |万 9｀

～
7防大田諄の周

t口とたばこ対策の推
饉について

4,そ の 犯 !かん ヤ 防 」に つい て
・がん予防に対する知識不足、禁煙運動、たばこ対策が不十分、など。

31共厚県 共厚県ユがんセ
ンター

デ校教育における
blん予防について

4)その他|がん予防」について
・長期的にがん予防の理解を促すためには、学校教育での取り組みが大切。

31長厚県 兵厚県立がんセ
ンター

版育現場における
医療者の役害1強化
こついて

4)その他|がん予防」について
,医療者が教育現場で、直接指導を行うシステム作りが必要。

31兵厚県 兵庫県立がんセ
ンター

=ほ
L刈東 1ヽ聞]う
去制度の確立と教
等の充実

4)その他lがん予防」について
・たばこ政策が最も重要で実現性あり。未成年喫煙、公衆喫煙などにする罰則。保険教
育の充実が必要。

〕1共厚県 共厚県ユがんセ
ンター

診原 轍 酬 制 度 )PCにおける局猥医
睫品の適正評価

0,υ Pしにお i7う 、机 7D■
～
Я」ヽ 局 観 医 楽 品

'の
週 止 I11山 (出米 局 ,の ため 、国 に 対丁 う働 きが

けを要望する。 `υ

人 収 府 犯 力 狙 ユ 何 以 法

人大阪府立病院機構大阪府
十 識 人黛 ■ ′`々 _

り`ん忌看カワンセリ
′グ料の要件の緩

"

1,かん患看カワンセリング料について(継ネロケア郡F月 )
→緩和ケアの研修(PEACEプロジェクト)修了した医師は年々増加しているが、6ヶ月以上
の専門研修を修了した看護師 (がん領域の認定看護師 :当院9名 )では、要望に応えられな
い状況がある。対応看護師要件を、40日 以上の研修修了者〈専門分野(がん)における賞
の高い看護師育成事業)も可能となる等、広げて頂きたい。

16長崎 県 国工 天 r~活人
屍崎大学病院

じ襲 運 務 ハ スの 昇

超方法の再検討
2)がん地域医療連携バスの算定について(外来:矢野先生)
→拠点病院は、退院時にしか算定できないので、外来の段階でも算定できるようにして頂
きたい

IU彙鳴 県 国 工 入 子 法 人
長崎大学病院

3)がんの地域運携パスについて
→パス運用が進まない原因の一つに、かかりつけ医の届出手続きの煩雑さがあります。
1枚の書類 (一度の提出)で、同一県内全てのがん診療連携拠点病院に対し、全てのがん
種において連携できるよう、手続きの簡略化をお願いしたい。

19石 川県 国立大学法人
金沢大学附属病院

1,か ん診療に係る医療運務について
bがんの地域連携に関して、「がん治療連携指導料の施設基準に係る届出添付書類」
等、手続きが煩雑。→簡略化の検討を。

〕1兵厚県 兵庫県立がんセ
ンター

処点病 院 制 度 乗 あ ]【
'冒
″口!ヽ こ ●

`う分業制導入
乙′コ｀
～
慨 鳳 伸 llAこ し にυ′未務

=眉 "ul_x・
lし、期 牛 tr・Jl_対 lt・ gOた の 分 来制 戦 割 ガ T●

'導入について
30天阪 肘 地 万 狙 工 4T収法
人大阪府立病院機構大阪府
十 齢 人痛 47｀ ′々 ―

日i退肘 県 の 便 苦1、

拠点病院制度
日
'退
府県I・l拠点柄
院における役割に
芯じた予算配分の

=J

がん診景運携拠点病院や、行政(都道府県)が実施すべき事項に対し、それぞれの裁量に
一任するのではなく、国が指針を示すよう働きかけるとともに、必要な経費についても助成
して頂けるよう要望していく必要がある。

ZV示 郁 肘 四 ユ 天 子 法 人
京都府立医科大学附属病院

所たな制度の策定 肺慣 保 阪制 度 の催
立

りl賜沐証駁における、禾承認楽使用時の賠lH保隈刷反の確ユ」を国に要望する。 30天阪肘 地万狙ユ行取漱
人大阪府立病院機構大阪府
立成人病センター

51施設中、意見提出のあつた10施設の意見を一覧とした。(回収率100% 有効回答率196%)



2 国立がん研究センターヘの要 る意見の一覧

分野 意見要約 意見 (原文) 施設名

かんサーベイランス 刀`
～
菫琢の法制 16・ 7

後調査のための環境
整備

元 円 7J l～
=琢
リ ア 仮 嗣 宣 に 関 し、法 tr・」整 備 の ■ 正 、ぉ よ ひ

=日規模での予後調査体制の確立を望みたい
:′ 研而宗 莉而宗ユ
がんセンター新潟病
院

り`ん予後調査について。市町村への生存確認調査の際、生存に
謁しての住民票照会を行う場合、個人情報保護法および、発行手
版料等の問題があるため、調査がスムーズに行えるよう、関係各
折へ働きかけて頂きたい。

`′

lA島県 ロ エ 天 子
法人 広島大学病院

り`ん 祝 F「 の 元 要 いん続計をますます充実して欲しい 20福井県 福井県立
病院

拠点肩隔以外の地駁
に対するがん登録の普
及啓発

1)がんサーベイランスについて
→「地域がん登録」「院内がん登録」の意義や問題点は、全拠点
病院が認識するだけでなく、それ以外の病院へ拡大することが重
要である。都道府県だけでなく、国立がん研究センターとしての更
なる活動が必要ではないだろうか?

43侶岡県狙工行取
法人国立病院機構
九州がんセンター

多麗 設 共 同 研 究 更 赫 シ胞 敲 共 同 研 究 文 破

つ具体的な方法を提
下

1)多施設共同研究支援について(研修・研究部門)
→具体的な予算を明らかにして頂いた上で、公募内容、方法等
につき提示していただきたい。

10長崎 県 ロ エ 天 字
去人 長崎大学病院

0｀ん 医 療 情 報 提 供 コ氏?医像百a刃スと
′た患者必携の評価の
た施

1り か ん偏 轍 提 供 につ いて
→がん対策情報センターは、いずれの機能に関しても頑張つて
ハるのが見える。「がん患者必携」などの情報は優れたものである
ヒ思う。これに対する国民や、医療者の評価を正確に行う必要が
らる^

43侶岡県狐工fT収
法人国立病院機構
九州がんセンター

ヒはこ政策支援 二:よし 河 束 寺 u.l刀 ヽ

～
7

方に関する情報提供
:)がん医療情報提供機能について
・がん予防に対する知識不足・・・禁煙運動、たばこ対策などの
青報提供。

」l果厚 県 奨 厚 県 エ
がんセンター

いん診療支援 り`ん 形 原 に 関 丁 うテ ー

'ベ

ース構築の支援
肩環frtr■ゃ、II腋綿允環法など評利な膚僚確週の薔積をfTつの
に必要なデータベース構築に利用できるマスターの作成。→統一
マスターを国レベルで策定して、逐次公開すれば成果計算なども
容易になり、癌治療の費用対効果比の掌握にも貢献する。また、
全身合併症の評価なども行う。

`l曇
厚 県 果 厚 県 ユ

がんセンター

厨埋形断又板の理合
方法

3,肩埋診断l病理診断コンサルテーションシステム」について
→日常、接しない領域で、専門家の意見を聞くことができ、大変
らりがたいシステムであり、今後もぜひ利用し、地方でも同質の病
哩診断サービス提供を続けたい。
→以下の点をお願いしたい。「似たような困難例」が重なり、複数
こることがある。頂いた返事力S、 どの症例の返事か分かりにくいこ
とがあるので、フォローアップ情報の画面だけではなく、頂いた診
断を見る"診断閲覧画面"に「施設の病理番号」を表示していただ
きたい。

46長崎県 日立大学
法人 長崎大学病院

0｀ん 鮒 修 文 薇 刀`
～有置早同百置即
の育成に取り組む病院
への財政支援の方法
など具体的な研修支援
の方策の提示

`′

明 惨 又 板 に つ い
~Cけ
惨・研 九 司

`門
リ

→例えば、がん看護専門看護師の育成における研修中の処遇
や、出張旅費の財源 (予算)をどうやって捻出するのか、あるいは
資格取得後にインセンティプを付加できるような規定を定める予定
があるのか、といった具体的な研修支援対策について提示して頂
キ■い^

40長 町 県 四 ユ 入 子
法人 長崎大学病院

収東 促 百
=環
権済1肩取リガ研
を根拠とした政策提言
幾能の強化

コ刀`ア々に不のてい0医燎ほ、時に板々の病院の維済問ull画を
質外視した政策となることがあるため、がん医療にかかる経済的
情報を分析し、経済的な側面から病院を守つていく必要性があ
る。 診療報酬と、政策との関係を適切な状態にしていくことを要
望していただきたい。

ZO買 7d4県 愛 刺 県 刀｀

んセンター中央病院

膀九 昴不り′二σ
'υ

′r・フンス
′―ショナルリサーチ
つ推進

O■

～
の畷床により供ユつトフンスレーシヨアルリサーチを日■して
ましい。

zv ttmrrロ ュ天子
法人 京都府立医科
大学附属病院

処黒柄瞬の夕胞讀天
司研究への参画の機
会の確保

ど

'研
九 又 薇 懺 罷
→日立がん研究センターとして、リーダーシップを取ることはい
ハが、研究への参回の問戸を広げる必要は無いだろうか?

4じ 侶回県狐工fT収
法人国立病院機構
九州がんセンター

イヽオ′ヽンクの設置 甦燿研究に関連するテータベースの市染に関して。→′ヽイオ′ヽン
フは、一部の臨床科の依頼により対応。全科に対して対応できる
本制ではない。がん拠点病院に統一したシステムが設置されれ
ま、膨大な検体数を蓄積可能。

31異 厚 県 兵 厚 県 エ
がんセンター

※
51施設中、意見提出のあつた9施設の意見を一覧とした。(回収率100% 有効回答率17鍋 )



法人 ヨエら'れ研童tンター

「たばこ政策支援機能 J
国際水準でのたばこ政策をわが国において推進するため、

たばこ政策にかかる各種の研究と提言を行う1
「たばこ」から

健康を守る社会

を目指す。

●

―

一

１

関係機関と協力し、IE拠に基づいたたはこ政策を提言、

実現するための戦略形成と体tllめ整偏

たば綺 中 こ―
■内外0情報収由と分析

ソーシヤルネットワーク社会へ向けた、

共有知OH率への情報戦略のテサイン化

●ア
関する情報分析と監視評価

T●bacco Froo

口や地方のたはこ政策の進捗に



国
め
・

際水準でのたばこ政策の実現

WHOたばこ規制枠組条約および
MPOWER政 策 パ ッケー ジの 実践

WHO地域事務局
との連携

WHO本部/条約事務局

OFCA



資料2-3

病理診断 。画像診断コンサルテーションに関するアンケー ト結果について

平成 22年 10月 8日 開催の第 3回都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会において、

がん対策情報センター多施設臨床試験・診療支援部 (現がん医療支援研究部)の病理診断・

画像診断コンサルテーションに関して利用向上を目的としたアンケー ト調査を行いました

ので、その結果を報告いたします。ご協力誠に有り難 うございました。

配布対象 :都道府県がん診療連携拠点病院 51施設

回収率 :病理診断コンサルテーション 33/51(65%)

画像診断コンサルテーション 35/51(69%)
2010年 10月 8日西己布、 11月 7日 までに回収

I.病理診断コンサルテーション

1.国立がん研究センターコンサルテーションをご存じですか ?
1)知っている :33(100%) 2)知 らない :0

2.病理診断コンサルテーション (国立がん研究センター、病理学会等全体)の必要性に
ついて

1)必要 :88%; 2)あ る程度必要 :12%

3.コ ンサルテーションの必要性の認められる上位臓器1貝位 (31施設回答、複数選択可)
1)骨軟部 (25施設 )、 2)リ ンパ節・骨髄 (22施設 )、 3)平L腺 (15施設)
4)脳・脊髄 (13施設 )、 5)皮膚 (12施設 )

4.通常、どのコンサルテーション・システムを使用していますか ?(回答数 32施設 )
1)知 り合いの病理医 (22施設 )、 2)病理学会 (16施設 )、 3)国立がん研究センター
(10施設)、 4)病理学会支部 (2施設)、 5)検査センター (0施設)
※中央値 :1システム (範囲 :1‐ 3システム、平均 :16)

5。 今後がん研究センターのコンサルテーションの利用を考えているか ?(回答 :26施設 )
1)考えている (10施設)、 2)あ る程度考えている (7施設):考えていない (7施設 )、
3)分からない (2施設)

6.バーチャルスライ ド (VS)に よるコンサルテーションをしたことがありますか ?
1)ない (28施設)、 2)あ る (5施設)

7.VSは コンサルテーションの有用なツールと考えますか?(回答 :11施設)
1)有用 (4施設);どちらとも言えない (4施設)、 2)無用 (2施設)、 3)非常に有用
(1施設)

8.VS利 用によるがん研究センター病理診断コンサルテーションを考えていますか ?
1)考えていない (15施設 )、 2)あ る程度考えている (10施設 )、 3)考えている (8
施設 )

- 7 -



Ⅱ.画像診断コンサルテーション

A.コ ンサルテーションについて

1.がん研究センターの画像診断コンサルテーションを利用しましたか ?
1)あ る :7(20%) 2)な い :28(80%)

2.1.で 「ない」の方の利用しない理由 ?(回答 28施設 )
1)特に必要を感 じない :19(68%)2)知 らない先生に訊くのに抵抗がある:3(11%)
3)システムが使いにくそう:3(11%) 4)内 容を知らない :登録が面倒 ;内容を知
らない :各 1(3%)

3.画像診断の際に難渋する場合の対処法は (回答 28施設、複数回答可)
1)独 自のルー トで相談 :11 2)カ ンファランスで解決 :9 3)カ バーできない専門
分野はない :7 4)組 織検体を採取し病理学的に検討 :4

4.画像診断に際し、依頼してみたい専門分野は?(回答 35施設、複数回答可)
1)骨軟部 :10 2)ガ 児ヽ :9 3)中 枢神経系 :8 4)胸 部 ;女性生殖器 :3 5)頭
頸部 ;血液系新生物 ;男性生殖器 ;後腹膜 ;その他 :各 1

B.システムについて

1.画像診断コンサルテーション システムの使用感は ? (回 答 29施設 )
1)良い :19 2)知 らない :7 3)と ても良い ;と ても悪い ;悪い :1

2.「悪い」。「とても悪い」と回答された方のコメント

●当方に時間のゆとりが全くなく、duty workで忙殺されている状況です。院内の倫理委員

会で画像データの院外送信の許可を得ることもまだ行つておりません。データの送信や結

果の確認も、簡便に行えない状態です。当方の環境が整えば、利用したいと考えておりま

す。

> よろしくお願いいたします。院内でのご利用が認められるような支援 (説明会開催等 )
も行つておりますので、ご遠慮なく推進室までご連絡下さい。

●システムが rigidす ぎる。

> システム利用の簡便化を絶えず図り、ご不便をお掛けしないよう取り組んで参ります。

C.画像診断コンサルテーションヘのご意見 。ご要望

●1年以上コンサルテーションを利用しておらず、すみません。利用しない一番の理由は、

診断を迷 う症例があまりないことが正直の所、診断がつかなくとも所見だけを列挙してレ

-8 -



ポー トにしてしまい、生検や手術の結果を待つ症例もあります。病理のように最終診断が

求められれば違うのでしょうが・…

> がん診療の中で診断過程における画像診断の役割は重要と考えており、普及に努めて
参ります。

●1)大変勉強になるシステムです (自分にとって)。 2)画像診断をあくまで参考情報とし
て考えている診断医が多い状況では、病理ほど差し迫つた必要性を感 じない人も多いので

はないでしょうか。

》 画像診断を取り巻く状況を把握しながら、画像診断医の役割分担を他科医師へ認知し
て貰えるような活動も考慮したいと思います。

●個人情報保護の観点から、画像の院外持ち出しが難 しくなっていることが、コンサル ト

を気軽にしずらくして (います)い るのではないでしょうか ?
》 匿名化 。暗号化を徹底 したファイルを、暗号化通信を利用してお り、安心してご利用
いただけると考えます。

●今度、また利用させて頂きます。

> よろしくお願いいたします。
●非専門領域における画像診断のカバーはいずれの施設でも懸案事項です。岐阜大学の放

射線医グループは独自のネットワークシステムや人事交流により、領域毎の専門医にオン

デマンドに相談できるシステムを構築しています。

> 優れたシステムを参考にしながらブラッシュアップを検討します。
●私はこのシステムのコンサルタントであったが、使い勝手が悪く、多大な時間を費やし

た。

》 ご不便をお掛けし申し訳ありませんでした。その後改良を加え、画像表示まで半自動
的に行えるようシステムを変更し、機能向上を実施しております。

● (臨床情報なしで)画像診断のみで確定診断できる疾患は少ない。総合診断という立場
が重要である。

> 臨床情報は可能な限りご提供し、質の高い画像診断を目差しております。

以上となります。

重ねてご協力誠に有り難 うございました。心より感謝申し上げますとともに、今後とも

ご利用のほどよろしくお願い申し上げます。

(文責 :画像診断コンサルテーション推進室 女屋博昭)
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資料3

全がん発第 13号

平成 23年 7月 6日
内閣総理大臣  菅 直人 殿
総務大臣    片山 義博 殿
文部科学大臣  高木 義明 殿
厚生労働大臣  細川 律夫 殿
全国知事会会長 山田 啓二 殿
全国市長会会長 森 民夫 殿
全国町村会会長 藤原 忠彦 殿

全国がん (成人病)セ ンター協議会 会長
都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 議長

嘉山 孝正
(公印省略)

がん登録の推進に関する追加提言

がん登録は、平成 19年に策定された「がん対策推進基本計画」の中で、3つの「重点的に取
り組むべき課題」のうちの 1つに取り上げあげられている。全国がん (成人病)センター協議
会においても、平成 21年に「がん登録の推進に関する提言」として 4つの提言を厚生労働大臣
に提出したところである。

平成 22年 6月 に「がん対策推進基本計画中間報告書」がとりまとめられ、国会に報告された。
がん登録に関しては、院内がん登録の実施医療機関の増加、および、研修を終了した実務担当
者の配置については、一定の進展がみられたものの、国民のがん登録に対する認知度について
は依然として低い水準に留まっていると報告されている。また、がん登録の法制化の検討を含
む在り方について国において検討する必要があり、次期基本計画においては、地域がん登録、
院内がん登録、臓器がん登録に関し、それぞれの整備計画と目標を明記することが重要である
と指摘されている。特に、地域がん登録については、全人日の約 30%にあたる 14府県のデータ
に基づいて罹患率の全国値が推定されているのが現状であり、登録率を 100%に近づけるために
さらなる取り組みが必要である。

このような状況を踏まえ、がん登録の推進をさらに加速させるため、当協議会は下記の追加
提言を行うこととした。

国においては、がん登録を推進することにより、国民及び医療従事者などの関係者に広く情
報を提供し、国と国民等が一体となってがん対策に取り組むことができるよう、以下の対策を
講じられたい。

1. 「地域がん登録」を国の事業と位置づけ、がんを届出義務のある疾患とし、がん登録 100%
を目指す。また、診療報酬に反映させる仕組みを作る。

2. 「地域がん登録」「院内がん登録」「臓器がん登録」は、登録項目を 1本化する。その検討の
場としてJ共通委員会」を厚生労働省のもとに設置する。
3.国の体常Jと して、上記 2.の関係者が、がんの罹患 。生存状況の把握に必要な既存資料 (人
口動熊統計、住民基本台帳など)の利用を求めた場合には、閲覧を可能にする。

4。 がんの生存率を含む、がん診療の質指標を測定する体制を整備する。
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【参考資料③l ii国の提言11(平成21年 )

平成 21年 11月 27日

がん登録の推進

がんは、「国民病」と呼んでも過言ではなく、国及び地方公共団体や国民及び医療従事者など
の関係者等は、。「がん患者を含めた国民が、がんを知り、がんと向き合い、がんに負けることな
い社会」の実現を目指すこととしてぃる。

その実現のためには、国が、国民や医療従事者などの関係者に対して、がん対策及びその評価
に関して、科学的根拠に基づき、分かりやすく情報提供することが不可欠である。なかでも、が
んの種類、進行度等に応じた治療成績 (5年生存率)を正確に収集・分析・公表することは、最
も基本的かつ重要な情報の一つである。そのためには精度が高く内容の充実したがん登録が広く
実施されることが必要であり、がん登録の推進は「がん対策推進基本計画Jにも明記されている。
当協議会においては、カロ盟施設の院内がん登録の実績を踏まえて生存率協同調査を実施し、そ
の結果を公表している。この取組は今後とも重要なものと認識しているが、更なる推進を図るた
めには、当協議会及び加盟施設の個別の努力には限界がある。

そこで、当協議会が一体となって、それぞれの加盟施設による働きかけが必要との観点から、
当協議会の全会一致により、下記の提言を行うこととしたものである。
国においては、がんの生存率調査及びがん登録を一層推進することにより、国民及び医療従事
者などの関係者に広く情報を提供し、国と国民等が一体となってがんに対策に取り組むことがで
きるよう、以下の対策を講じられたい。

′

=メ

      '

記

1.が ん医療の向上のためには、がん登録が必要であるとの国民の認識を深めてもらうことが
できるよう、がん登録の意義や仕組みについて十分に周知を図ること。

2.個 人情報保護法及び統計法との整合性を図つた上で、がん登録の実施についてがん対策基
本法に位置づけること。

3。 現在、研究等で行われているがん登録の取組について、法に基づく全国的かつ継続的な事
業とするとともに、精度の一層の向上を図るための措置を講ずること。具体的には、がん登
録を実施する各医療機関および登録情報を収集 0分析する機関等に対して十分な人員配置お
よび予算上の措置を講ずること。

4。 最新の治療技術を反映した生存率を算定するために、毎年の生存確認調査が研ヒな体制の
確立に努めること.

-2-
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【参考資料Э】

全国がん {成人病)センター協臓会について

全国がん (成人病|セ ンター協議会 (通称「金がん協」)は、国立がん研究センター

を始め、全国 31ヵ 所の、がんの医療、調査、研究および研修に積極的に取り組む医

療施設)で構成されています。
加盟施設の緊密な連携と協力により、わが国におけるがんの予防、診断および治

療等の向上、がん医療の均てん化の推進を目的として、設立されました。

主な事業として、がん臨床研究フォーラムの開催、がんに関する政策提言、情報

発信、調査、研究、がん専門医の養成、教育研修などの活動を行つています。昭和

48年に設立され、わが国のがん医療の進展に貢献してまいりました。

全がん協加盟施設

富山県立中央病院

石り|1県立中央病院‐

II井県立病院

兵庫県立がんセンターー・

Jじ毎道がんセンター

山形県立中央病院

締島県立がんセンター新鴻病院

群馬県立がんセンタ=
埼玉県立がんセンター

青森県立中央病院

岩手県立中央病院

富城県立かんセンター

麻 県壺がんセンター

茨城■立中央病院

国匡力%研究センター東病院

東京都立駒込周院

… 千葉県かんセンター
ーがん研有明病院

聯 ん研璽査亀寓涯
神暉柳口監虫がんセンター

静岡県立静岡かんセンター

月医療センター・中国がんレ ター

山口県立総合馬″センタ■

九州がんセン

`ト

四□膠ん″ ター

矩 断 センター

.′  
六願耐二断しU鴨センタ」

-3-



全国がん (成人病)センター協議会 加盟施設―覧表

l

1

施設名 役職   代表者 郵便番号 所在地

独立行政法人日立病院機構
北海道がんセンター

院長 西尾 正道 003-0804

030-8553

札幌市白石区菊水4条 2-3-54

青森県立中央病院 院長 吉田 茂昭 青森市東造道二丁目11

岩手県立中央病院 院長  佐々木 崇 020-0066 盛岡市上田141

地方独立行政法人 宮城県立病院機構
宮城県立がんセンター

総長 西條 茂 981-1293 名取市愛島塩手字野田山47-1

山形県立中央病院
山形県立がん・生活習慣病センター

院長 小田 隆晴 990-2292 山形市青柳 1800

茨城県立中央病院・

茨城県地域がんセンター 院長

所長

永井 秀雄 309-1793 笠間市鯉淵6528

栃木県立がんセンター 児玉 哲郎 320-0834 宇都宮市陽南4913

群馬県立がんセンター 院長 福田 敬宏 373-8550

362-0806

太田市高林西町617-1

埼玉県立がんセンター 病院長 田部井 敏夫 北足立郡伊奈町大宇小室818

千葉県がんセンター センター長 中川原 章 260-8717 千葉市中央区仁戸名町6662

国立がん研究センター 中央病院 理事長

院長

嘉山 孝正

木下 平

104-0045 中央区築地5-l-1

日立がん研究センター東病院 277-8577 柏市柏の葉6-51

公益財団法人がん研究会
有明病院

長

　

長

院

　

院

中川 健 135-8550 江東区有明三丁目8番 31号

東京都立駒込病院 佐々木 常雄 113-8677

241-0815

文京区本駒込31822

地方独立行政法人 神奈川県立病院機構
神奈川県立がんセンター 総長 小林 理 横浜市旭区中尾―丁目1番 2号

新潟県立がんセンター新潟病院 院長 横山 品 951-8566

930-8550

新潟市中央区川岸町2153

富山県立中央病院 院長 飯田 博行 富山市西長江二丁目2番78号

石川県立中央病院 院長 山田 哲司 920-8530

411-8777

金沢市較月東2丁 目1番地

静岡県立静岡がんセンター 総長 山口  建 駿東郡長泉町下長窪1007番地

愛知県がんセンター中央病院 総長 二村 雄次 464-8681 名古屋市千種区鹿子殿ll

独立行政法人日立病院機構
名古屋医療センター 院長  堀田 知光

院長  1山本 信一郎

460-0001 名古屋市中区三の丸四丁目1番 1号

福井県立病院 910-8526 福井市四ツ丼2-81

滋賀県立成人病センター 総長 兼 病院長

総長

笹 田 昌孝 524-8524 守山市守山5430

地方独立行政法人大阪府立病院機構
大阪府立成人病センター

堀 正二 537-8511 大阪市東成区中道133

独立行政法人国立病院機構
大阪医療センター

院長 楠岡 英雄 540-0006

737-0023

大阪市中央区法円坂2114

兵庫県立がんセンター 院長 西村 隆一郎 明石市北王子町13-70

独立行政法人日立病院機構
呉医療センター ‐中国がんセンター

院長 上池  渉 呉市青山町3-1

地方独立行政法人 山口県立病院機構
山口県立総合医療センター 際

一際

前川 岡1志 747-8511 防府市大字大崎77番地

独立行政法人国立病院機構
四国がんセンター 新海 哲 791-0280 松山市南梅本町甲160

独立行政法人日立病院機構
九州がんセンター 院長 岡村 健 811-1395

870-8511

福岡市南区野多目3-11

大分県立病院 院長 田代 英哉 大分市大字豊饒476番地

合計 31施設 -4-



【参考資料②】

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会について

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会とは、厚生労働省が指定する全

国 51ヶ所の都道府県がん診療連携拠点病院の機能強化や、全てのがん診療
連携拠点病院間の連携強化について協議するため、設置されました。

この協議会では、国立力!ん研究センターと、都道府県がん診療連携拠点病

院との緊密な協力により、わが国のがん予防、診断および治療等の向上に資

することを目的としております。

都道府県がん診療連携拠点病院 一覧
・   独立行政法人日立がん研究センター 中央病院      ・

1   北洵道  独立行菫法人ロユ病院薇ll Jt海道がんセンター  26

2   ■,県   青森県立中央病院            27

3   岩手県  岩手医科大学附属病院           28

4   書城県  宮城県立力%センター           29

5   宮城県  東北大学病院               30

6   秋田県  日立大学法人 秋田大学医学ヨ
`鮒

屁病院      31

7   山形県  山形県立中央病院            32

8   襦島県  公立大学法人 福島颯立医科大学晴店病院     33

9   ス城県  茨城県ユ中央綱院 ス城県地域がんセンター    34

10  栃ホ県  栃木県立がんセンター          35

H   群薦県  日立大学法人 
“

編大学医学部開属病院      36

12  埼玉県  埼玉県立がんセンター          37

13  千葉県  千葉県がんセンター            38

14  棘 都  東京都立駒込病院            39

15  鯨 都  公益財団法人 がん研究会有明病院    40

16  ●層川颯  神奈川県立がんセンター         4:

17  新調県  新潟県立がんセンター新潟病院      42

18  ●山県  =山県立中央病院            43

19  石川l県  目立大学法人 金沢大学附属病院     44

20  襦丼颯  福丼県立病院               45

21   山梨彙  山梨県立中央病院            46

22  期 県  日立大学法人 信州大学医学部附属病院  47

23  rt阜県  口,大学法人 岐阜大学医学部附属病院  48

24  綱 彙  静岡県立静岡がんセンター        49

25  ヨ知県  愛知県がんセンター中央病院       50

51

独立行政法人日立がん研究センター 東病院

三■県  日立大学法人 二重大学医学部附属病院

違責県  滋賀県立成人病センター

京都府  京都府立医科大学附属病院

京都府  日立大学法人 京都大学医学部附属病院

大阪府   地方独立行政治人大饉市立病院饉●大薔府立成人病センター

兵口県  兵庫県立がんセンター

奈食県  奈良県立医科大学附属病院

詢歌山彙  和歌山県立医科大学附l■H院

鳥取県  日立大学法人 鳥取大学医学部附属病院

島根県  ロュ大学法人 島根大学医学部附履病院

日山県  日立大学法人 岡山大学病院

広島県  日立大学法人 広島大学病院

山口県  日立大学法人 山口大学医学部附属病院

●島県  口立大学法人 徳島大学病院

=川
県  日立大学法人 香川大学医学部附属病院

壺饉県  独立行政法人日立病院機構 四目がんセンター

8知県  日立大学法人 高知大学医学部附lE病院

福回県  独立17政法人ロユ病院粗1■ 九州力
`ん
センター

■日県  日立大学法人 九州大学病院

佐賀県  日立大学法人 佐賀大学医学部附属病院

長崎県  日立大学法人 長崎大学病院

雲ホ県  日立大学法人 襲本大学医学部附鷹病院

大分県  日立大学法人 大分大学医学部附属病院

宮崎県  口立大学法人 宮崎大学医学部鵬属病院

菫■■哺  日立大学法人 鹿児島大学病院

力綺県  目立大学法人 琉球大学医学部附属病院
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都道府県がん静療連携拠点輌隣遭絡協日会 施設長 一覧
医療機関名 施設長 郵便番号 所  在  地

1 独立行政法人国立病院機構 北海道がんセンター 西尾 正道 DO卜0804 北海道札幌市自石区菊水4条 2丁 目3番 64号

2 青森県立中央病院 吉田 茂昭 03118553 青森県青森市東造道2丁 目1-1

3 岩手医科大学附属病院 小林 誠―郎 D20-0066 岩手県盛岡市内丸 19-1

4 宮城県立がんセンター 西條 茂 981-1293 宮城県名取市愛島塩手字野田山47-1

5 東北大学病院 里見 進 980-8574 宮城県仙台市青葉区星陵町1番 1号

6 国立大学法人 秋田大学医学部附属病院 卵原 1贋― 010-8548 秋田県秋田市広面字蓮沼44番 2

7 山形県立中央病院 小田 隆晴 990‐ 2292 山形県山形市大字青柳 1800番地

8 公立大学法人 福島県立医科大学附属病院 村川 雅洋 960-1295 福島県福島市光が丘 1番地

0 茨城県立中央病院・茨城県ltl■がんセンター 永丼 秀雄 309-:793 茨城県笠間市鯉渕6528

10 栃木県立がんセンター 児玉 哲Aβ 栃木県宇都宮市陽南4-9-13

日立大学法人 群馬大学医学部附属病院 野島 美久 371-85" 諄島県前橋市昭和町 3丁 目39番 15号
●
‘ 埼玉県立がんセンター 田部井 敏夫 362-0806 崎玉県北足立郡伊奈町小室 818

13 千葉県がんセンター 中川原 章 260-8717 千葉県千葉市中央区仁戸名町 666-2

14 東京都立駒込病院 佐々木 常雄 138677 東京都文京区ホ助込 3-18-22

15 公益財団法人 がん研究会有明病院 中川 健 135-8550 東京都江東区有明 3-8-31
●
０ 神奈川県立がんセンター 小林 理 241-0015 神奈川県横浜市旭区中尾 1-1-2
■
′ 新潟県立がんセンター新潟病院 慣山 品 )51 8566 新潟県新瀾市中央区川岸町 2丁目 15番地 3
●
● 富山県立中央病院 飯田 博行 日山県富山市西長江 2-2-73
ｎ
● 国立大学法人 金沢大学附属病院 富田 勝郎 ,20-8641 石川県金沢市宝町 13番 1号

20 福井県立病院 山本 信一郎 ,10卜 8526 福井県福井市四ツ丼 2丁 目 0番 1号

●
‘ 山梨県立中央病院 山下 晴夫 400-8506 山梨県甲府市富士見 lT目 1番 1号

22 国立大学法人 信州大学医学部附属病院 天野 直二 390-8621 長野県松本市旭 3丁目 1番 1号

●
●
●
‘ 国立大学法人 岐阜大学医学部附風病院 岩間 亨 5011194 岐阜県岐車市ta戸 1番 1

24 静岡県立静岡がんセンター 玉丼 直 411-3777 静岡県腋東部長泉町下長菫 1007
ｒ
０
●
‘ 愛知県がんセンター中央病院 篠田 雅幸 464-8681 愛知県名古屋市千種区鹿子殿 1-1
０
０
●
‘ 日立大学法人 三重大学医学部附瞑病院 中瀬  ―則 514-350' 三菫県津市江戸橘 2丁 目 174番 地
，
′
う
‘ 滋賀県立成人病センター 笹田 昌孝

'24-8524

滋賀県守山市守山五丁目 4番 30号

●
●
●
‘ 京都府立医科大学附風病院 三末 恒治 京都府京都市上京区珂原町通広小路上ル梶井町 465

ａ
υ
う
こ 日立大学法人 京都大学医学部附属病院

=嶋
 理晃 606-8507 京都府京櫛市左京区聖議院川原町64

30 地方独立行Bl法人大阪府立病院機構大阪府立成人病センタ 堀 正三 5378511 大阪府大阪市東成区中道 1-3-3

31 兵庫県立力くんセンター 西村 隆―郎 兵庫県明石市北王子町 13番 70号
う
ι
●
● 奈良県立医科大学附属病院 榊 壽右 034-8522 奈良県橿原市四条町 840番 地

33 和歌山県立医科大学附属病院 岡村 吉隆 041-3510 和歌山県和歌山市紀三井寺 811-1

34 国立大学法人 鳥取大学医学部附属病院 北野 博也 680-8504 鳥取県米子市西町 36番 地の 1
Ｃ
０
●
● 国立大学法人 島根大学医学部附属病院 小林 祥泰 693-3501 島根県出●市場治町 89-1

36 国立大学法人 岡山大学病院 極野 博史 岡山県岡山市北区鹿田町 2T目 5番 1■

，
′
●
● 国立大学法人 広島大学病院 茶山 一彰 734-3551 広島県広島市南区日 1丁 目2番 3号

●
●
●
● 国立大学法人 山口大学医学部附属病院 岡  正朗 山口県宇都市南小串―丁目 1番 1号

●
●
●
● 日立大学法人 徳島大学病院 安井 夏生 口島県億島市蔵本町 2丁 目50番地の 1

40 国立大学法人 香川大学医学部附属病院 千田 彰― 761-0703 香川県木日都二未町池戸 1フ 50-1

41 独立行政法人国立病院機構 四国がんセンター 新海 哲
'91-0230

愛援県松山市南梅本町甲 160番

42 日立大学法人 高知大学医学部附属病院 杉浦 哲朗 733-8605 高知県南口市岡豊町小蓮 185番 地 1

43 独立行政法人国立病院機構 九州がんセンター 岡村 健 11-1395 福岡県|1岡市南区野多日 3丁目 1番 1号

44 日立大学法人 九州大学病院 久保 千春 12-8582 福岡県福岡市東区馬出 3-1-1

●
●
コ
骨 国立大学法人 佐賀大学医学部附属病院 木村 晋也 349-3501 佐賀県佐賀市鍋島五丁目 1番 1号

46 国立大学法人 長崎大学病院 河野 茂 ,52-8501 長崎県長崎市坂本 lT日 7番 1号

47 国立大学法人 熊本大学医学部附属病院 猪股 裕紀洋 360-8566 熊本県熊本市本■ 1丁目 1番 1号

●
●
●
● El立大学法人 大分大学医学部附属病院 古林 秀貝J 人分県由布市挟間町医大ケ丘1丁 目1番地

49 国立大学法人 宮崎大学医学部附属病院 池ノ上 克 ,89-1692 宮崎県宮崎郡清武町木原 52oo

50 日立大学法人 鹿児島大学病院 熊本 ―朗 391「 8520 鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘8丁目35-1

51 国立大学法人 琉球大学医学部附属病院 村山 貞之 ,03-0215 沖縄県中頭郡西原町字上原207番地



資料4-1-①

患者必携配布・普及事業に関する
アンケート調査結果サマリー

国立がん研究センターがん対策情報センター

がん情報提供研究部

患者必携 (がん患者が必要な情報を取りまとめた冊子)の作 F支・酉己布

660

かんになつたら

手にとるカイト

ヽ .

Й:√

がんになつたら
手にとるガイド
464ページ

本版
患

者

・
家

族

患者さんのしおり

(「がんになったら手に
とるガイド」概要版)
16ペーン

がん診療連携

拠点病院等

保健所

82.6万部

´診療所

T

1対象 :377拠点病院

118フ5音F



患者必携の配布、調査方法

患者必携の配布

時期 :平成23年 1月 ～3月

配布内容 :見本版 150～ 270部

しおり  1500～ 2500音「

ポスター2部十ちらし2000部

・ヽ４，［日‐ヽ‐田囲Ш

調査方法

調査期間 :平成23年4月 ～5月

回答者 :377拠点病院の相談支援センターの責任者*

有効回答数:262施設 (回収率70%)

(46都道府県からの回答あり)
*平成23年度に新たに指定された11施設については本調査の対象外

調査内容

・ 送付方法の適切さ

0施設内の患者必携の周知・活用状況、患者
向け情報提供の状況

・ 地域での周知に向けた取り組み状況
0患者必携等追加の要望の有無
・ 今後の患者必携の普及・活用に向けた要望

-2-



間2:今回お送りした方法について
2-2.送付の量 (部数)は適切で
あつた。
N=261

間2:今回お送りした方法について
2-3.配布・活用方法についての
説明は適切であつた。
N=259

●ちょうど良かつた

口多かつた

少なかつた

わからない



3-2.<回答施設全体> N=262
職員の皆さんは、「患者必携」のことを知っていますか。

職種ごとの認知度を教えてください。
ほとんど知られていない 2‐3Hlま知つ‐■ 5割和ま知っ‐嗜 珈 卸ま知つ‐― 全員知っ■嗜

看護師

16%_

37%ノ
         、20%

34%

医療福祉スタッフ 病院幹部

29%、

26%ノ    ｀13%

3-2.<施 設 属 性 別 > がんセンター・畝 病センター洲40/大幅 院洲→8/―般・齢 病臓 N諷94

職員の皆さんは、「患者必携」のことを知っていますか。
職種ごとの認知度を教えてください。
ほとんど知られ■ 颯 ヽ

“
Ⅲま知っている 5日租は知つ■ 蝸 "`副

ま知つている 0全員知っ■ 嗜

さヽセンター・   大学綱院   ~般・総合病院
威人nセンター

看護師
100%

80%

40%

20%

農賠じ二 婢備  ~や

医療福祉スタッフ 病院幹部
1007●

807.|

607.

40% ―

農贅督穐g=ユ 大学病院 一般．“含綿
〓

20% ト



間3:患者必携の貴施設内での周知・活用状況について

3-4.患者必携を利用している場所 (閲覧可能場所も含む )
N=262

100%

80%

60%

40%

20%

0%

74% 71%

外来 病棟 図書室  その他
サロン

※「その他」の構成については、概要資料10ページをご参照ください。

設内での活用状況
院内全体への周知

0 各病棟と各科外来、各部門へ、ご案内のちらし。しおり,見本版を配布 [105]

・ 研修会等で説明・配布 [121
0 院内全職員への一斉メールで配布・普及事業の目的、活用方法、がん情報
サービスの紹介などを記載したお知らせ文を発信 [12]など

職種ごとの周知

・ 医局会で説明配布/全師長への配布/緩和ケア研修会で配布 など

相談支援センターでの活用

・ 配布用および閲覧用として掲示、配置 [193]
・ 患者・家族への説明時に使用 [103]
必要部分をコピーして配つている/購入希望があった場合は、病院売店を
紹介 など

・ 患者必携見本版の貸し出し [10]            など

]内の数字は該当施設数



その他院内での活用

・ 外来・病棟で配布用および閲覧用として掲示、配置 [外来 193・

塀対巾氣157]

・ 外来口病棟で患者口家族の方への説明時に使用 [外来16口病棟
16]

・ 化学療法室、地域医療連携室、栄養科、健診センター等関連部
署で紹介 [15]

・ 院内共用スペースで紹介 [26]

・ 図書室、患者情報コーナー等にて閲覧口貸し出し[16コ

・ 病院内売店で紹介 [18]

・ 患者会口患者サロン等の会で紹介 B7]

・ 患者口家族向け講演会で紹介 [181          など

設内での

'

1ブt用 )

〕内の数字は該当施設数

間4:地域での周知に向けた取り組みについて

4-1.地域での周知について検討する機会をもちましたか。
N=262

口 は い

日いいえ

まだしていない/不明
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間4:地域での周知に向けた取り組みについて

4-2.周辺地域における患者必携の案内・情報提供先
(医療福祉関係者)N=262

60%

50%

40%

30%

20%

10%

0%

57%

24%

フ% 10。/。      14%

1   甲
療
堂冒 _薬

局  保健
l冨]市 号

町村  その他

※「その他」の構成については、概要資料12ページをご参照ください。

Ｔ

単

‐
―

卜

上

―

―

上

地域での活用状況―医療機関

・ 地域連携機関へ紹介日配布 [109]
>県として各拠点病院から40冊ずつ拠出して、がん連携に手を挙げている
施設に1冊ずつ郵送。県がリスト作成、各拠点病院が郵送を担当。

>がん地域連携パスの連携登録医、地域の訪間看護ステーションすべて
に対して、患者必携の目的などの説明文書をつけて、見本版を郵送。

>退院時カンフアレンスで来院される他病院の担当者に紹介・配布。

地域連携等の会議、講演会において紹介晒己布 [281

緩和ケア研修会にて紹介口酉己布 [61

地域医師会を通じて紹介・酉己布 14]

広報誌を介した紹介 [4]

薬剤師連絡会、講演会等での配布 [121

近隣の薬局へ紹介、配布 [11 など

I]内の数字は該当施設数

-7-



地域での活用状況

行政、保健・福祉施設、一般住民

行政機関(保健所等)紹介日配布 B4]

地域連携等の会議、講演会において紹介口酉己布 曖4]

訪問看護との連携 [1コ
>保健所、地域包括支援センターに酉己布、訪問看護ステーションに配布。

市区町村担当部署へ紹介日配布 [25]

コミュニティセンター・図書館等の公共施設に紹介日配布 [81

講演会等において紹介日配布 [10]

患者会へ紹介口ちらし配布 14]

メディアに紹介・酉己布 [11
>各新聞社およびNHKに患者必携を送付。

など

[]内の数字は該当施設数

L__

まとめ 患者必携事務局より
各施設や地域での取り組みを共有させていただく目的で今回の

調査結果をまとめさせていただきました。参考としてお使いいた
だければ幸いです。

患者必携のPDFフアイルは引き続き無償でダウンロード、印刷し

ていただくことができます。患者さんの相談の内容によつて必要
な部分を印昴Jしたり、一部をご紹介いただくなどご活用ください。

今後も皆様からご提案いただきながら、現場でより使いやすくす

るための内容は提供方法の改善に向けた取り組みも進めて参り
ます。

地域における活用事例や連携の場での活用など、今回いただい

たご意見をもとに、さらなる充実に向けて検討してまいります。

地域や職種団体ごとの勉強会口研修などでご案内する機会など、
幅広くご提案いただければありがたく存じます。

-8-



資料4-1

患者必携配布 ,普及事業に関するアンケー ト

調査報告書

概要資料

平成 23年 7月

注1) パート1(5ページ)および パート2(9ページ)の 2部構成となります
注2) パート2で項目の題目の右に示した[数字]は、該当項目につき同様のご回答をいただいた施設の数を表しています
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1.患者必携配布・普及事業に関するアンケー ト 調査報告書 概要資料について

国立がん研究センターがん対策情報センターでは、「がん対策推進基本計画Jにのっとり、がん患者とその

ご家族の方々の不安を角7消するために、平成 22年度に患者必携「がんになつたら手にとるガイド」を作成し、
PDF版を公開しました。平成23年 1月以降、同見本版、「患者さんのしおり(患者必携『がんになつたら手にと
るガイド』概要版)」 、およびそれらを活用していただくための紹介。活用支援ツール (ポスター。ちらしなど)を、

全国のがん診療連携拠点病院の皆さまに普及・活用についてのご協力依頼とともに送付させていただきまし

た。

当センターでは、患者必携をはじめ、がんに関する情報を広くお届けし、活用していただくための取り組み

を行つておりますが、このたび相談支援センターをはじめ、がん診療連携拠点病院の関係者の皆さまによる

患者必携の普及・活用状況についてお伺いする調査を実施いたしました。この資料は、ご回答いただいた施

設での院内および地域における情報の普及や、活用に向けたさまざまな工夫や取り組みについて調査結果

をまとめたものです。本調査結果が、今後の院内・地域におけるがん情報の普及や活用に向けた取り組みに

おいてお役に立てば幸いです。あらためて皆さまのご協力に感謝申し上げます。

今後も、当センターではさまざまなご意見ご提案をいただきながら、情報づくりや普及。活用に向けた取り組

みにつなげてまいりたいと考えております。

2.患者必携の配布および本調査の概要

①配布方法
平成 23イFl月 から3月 に、がん診療連携拠点病院宛てに、国立がん研究センターから患者必携「がんに
なつたら手にとるガイド」見本版および「患者さんのしおり(患者必携『がんになったら手にとるガイド』概要

版 )」 、紹介・活用支援ツール (ポスター・ちらしなど)等を送付させていただきました。1施設あたりの送付部

数は見本版 150～270冊、しおり1500～2500部、ポスター2セット(1セットあたり、ポスター1枚、ちらし
2000枚 )です (音6数は医療機関の規模による)。

②調査方法
平成 23年 4月 に、各がん診療連携拠点病院の相談支援センター宛てに本調査の協力依頼を行い、相談
支援センターの責任者の方、またはそれに準ずる立場の方に FAXまたはメールに (ご回答いただきました

(締め切り4月 28日 、5月 中旬まで集計)。
主な調査項日は以 下の通りです。
・送イヽ1方法の適切さ(送り先、部数、配布。活用方法の説明)
。施設内の患者必携の周知。活用状況、患者向け情報提供の状況
・地域での周知に向けた取り組み状況
。患者必携等追加の要望の有無
。今後の患者必携の普及。活用に向けた要望

③回答施設属性

調査は、全国 377(*)施設のがん診療連携拠点病院の相談支援センターの皆さまに協力をお願いしており、

有効回答数は 262施設 (母数に対して約 70%の 回答率)でした。47都道府県中 46都道府県の施設より
回答をいただきました。
*平成23年度に新たにがん診療連携拠点病院に指定された施設は患者必携の案内時期が異なるため、本調査の対象外とした。
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病院属性

回答結果

回答施設数

o内は対象施設数
当該属性内での

回答率

回答に

占める割合

がんセンター

成人病センター
10 (19) 52.6% 3.8%

大学病院 58(82) 70,70/0 22.1%

一般。総合病院 194(276) 51.50/0 74.0%

合計 262(377) 69.5% 100,0

3.調査結果の概要

・送付方法の適切さ(送り先、部数、配布。活用方法の説明)

ほぼすべての施設で相談支援センターにお届けすることができ、送り先について「適切であった」との回答

でした。送付部数については半数が「ちょうど良かつた」との回答でしたが、4害1近くが「多かった」との回答で

あり、活用方法について好事例の共有をはかりたいと考えているとの回答がありました。(問 1,2)

。施設内の患者必携の周知・活用状況、患者向け情報提供の状況

院内での周知については、7害1以上の施設で「検討する機会をもつた」と回答されましたが、医師、看護師、

病院幹部が「5害」以上知っている」と答えた施設は過半数を超えた程度にとどまり、調査時点においては院

内周知についても道半ばである様子がうかがえました。地域での周知については、「検討する機会をt)つた」

と答えた施設が約半数であり、こちらも先進事例を共有させていただくことで、今後のより積極的な活用につ

ながることが期待される結果でした。(問 3,4)

院内での具体的な活用事例については本資料 p7～ 10に示しています。多くの施設で病棟、診療科等ヘ

の画己布を行つていただきましたが、そのほか全職員への一斉メール、研修会等での活用、病院の発行する

新聞等での周知、がん診療にかかわる医師に直接配布する、がん専門看護師や認定看護師を通じた活用

など、個々の特色ある取り組みがありました。相談支援センターでの活用方法としては、7割以上の施設で

閲覧用として準備していただいているほか、4害1の施設では患者さんやご家族への説明時に直接見せたり、

必要部分をコピーするなど、積極的な活用がなされており、患者必携を使つた勉強会を実施したという報告

もありました。そのほか、多くの施設で病棟、外来、患者図書室等で開覧用としてご活用いただいていまし

た。

・地域での周知に向けた取り組み状況

地域での紹介・配布事例については、Pll～ 12に掲載しています。保健所や市区町村をはじめとする行

政機関への提供、紹介、地域連携の会議や訪問看護ステーションとの連携における活用、講演会での紹介

やメディアを介した紹介などの取り組みを報告していただいています。

。今後の患者必携の普及・活用に向けた要望

患者必携の普及・活用に向けたアイデアとして、院内で広く紹介する具体的な方法、手に取りやすい方法

の工夫などの具体例もお寄せいただきました。また、取り組みの難しさも多数お寄せいただきましたので、患

者必携事務局からのコメントとあわせて共有させていただきます (p13～ 15)。
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4.調査結果

間■:壼者必‖『がんになつたら手にとるガイドJ(見本版)

(■月末目立がん研究センターより発選)と .『菫者さんの

しおり」(同籠襄版)、 ちらし、ポスター(2月末発送)は相
餞支撮センターまで日きましたか?
[N=262]

間2:今回お送りした方法についてお尋ねします。

2‐■.送り先は遭切であつた。
EN=26■ ]

「

~‐

|

2‐2.送付の量 (部数)は適切であつた。
[N=261]

配布・活用方法についての説明は■切であった.
[N=2591

間3:壼者必携の貴施設内での目知・活用状況についてお尋ねします.

3…■.貴施設内の日知について施設内で検討する機会をもちま
したか.

[N=247]

口はい

●いいえ

口届しているかわ
からない

口はい

口いいえ

oわからない

oちょうど良かった

日多かつた

口少なかつた

口わからない

「
―
―
―
―
―
―
―
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
コ

口 は い

日いいえ

口わからない
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3‐2.n■Q― は、「患者必携Jのことを知っていますか。職組ごとのだいたいの認知度を教えてください。

<回答施設全体>[N=262]

医師 看饉師

10%
口全員知っている

口78割は知つている

口5割程は知つている

●23割は知つている

口ほとんど知られて

いない

0全員知っている

●78割は知つている

□5割程は知っている

●23割は知つている

口ほとんど知られてい |

ない

13%

医療福祉スタッフ

ない

く施設属性別>
がんセンター・成人病センター [N=10]
大学病院         [N=58]
一般・総合病院      [N=194]

o全員知つている

●78割は知つている

●5割程は知つている

口23割は知つている

□ほとんど知られてい
|

ない

oほとんど知られていない  口23割 は知つている  口5割程は知つている  □78割は知つている  ●全員知っている

医師

60%

40% |

20%

0%

成人病セ多碑  
大学病院   ~堪

ど

合

看護師

80%

60%
|

40% |

|

20%

0%
がんセンター。  大学病院  ~般・総合
成人病センター          病院

病院幹部

100%

80% |

60% `

40%

20%

0%

厳失病セ多石二 大学病院   ~鶯彗ど
合

80%

60%

40%

20%

0%

「 ~

|

1 _

|

|

■ _
・ 大学病院 一般・総合

病院成人病センター
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3‐4.●者必携を利用している場所 (田鷺可能場所も含む)
[N=262]

「その他」の構成については、
構要資料10ページをご参照ください。

間4:地域での目知に向けた取り組みについてお何いします.(口壼時点)

4‐■.地城での日知について検討する●会をもちましたか.
EN=262]

4‐2.周辺地域における患者ら携の案内・情報提供先
(目薇福祉関係者)

[N=262]

「その他Jの構成については、
概要資料12ページをご,照く燎きい。

一鰯
鰯
”
“
”
”相談支燿 外来  痢線  □書菫 その他
センター           サロン

0はい

●いいえ

口まだしていない/不明

60X

5味 。

4畷

30X

20X

10X

協

E療機■ 薬局 保健福社 市区町村 その値
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問3:患者必携の貴施設内での周知・活用状況についてお伺いします。
3-3:職員向けの周知方法で、具体的な取り組みがありましたら教えてください。

がん患者関連の病棟、外来、放射線科、リハビリ科、レントゲン室、化学療法室、各診療科受付、医局、薬剤部、臨床検査部、検査部門待合室、在宅推進室、相
談支援センター、総合医療相談部、看護外来、看護学校、事務部門、業養課、食堂、職員休憩室、保健管理室、洗濯室、外注職員など。

研修会等で説明・配布 [12]

緩和ケア研修会・緩和ケア勉強会で周知、配布した。/医療従事者研修会(当地域の職員対象)て案内。/院内職員研修会にて、見本版の紹介をした。/看護
師の勉強会、着護職員教育の資料として活用。/学生指導時に利用している。病院長による必修の研修会とした院内職員向け研修会を開催し、説明資料 (患
者さんのしおり。3つ折リリーフレット)を配布した。/力ぐんプロフェッショナル養成プランでの講義などで提示し周知。/地域に対して行つている研修会 (院内の科
長クラス以上は参加必須)で、国立がん研究センターがん対策情報センターの職員から案内をしてもらえるようにプログラムを設定した。

院内全職員への一斉メールで配布・普及事業の目的、活用方法、がん情報サービスの紹介などを記載したお知らせ文を発信

[12]

病院長から全職員宛てにメール発信した。/がん相談支援センター便り。

日立がん研究センターがん対策情報センターのウェプサイト「がん情報サービスJを紹介・PDFダウンロード方法を周知[11]

職員用図書菫で紹介 [41

院内発行の新聞に案内を掲載 E43

院内新聞、緩和ケアニユース、職員図書新刊案内

がん相嵌、各外来、各病棟にポスターを掲示、ポードの冊子ポケットにしおりとガイドを設置 [4]
独自にチラシや紹介文を作成し、院内に掲示した。

病院内売店で販売 [2]

日立がん研究センターがん対策情報センターより講師を招き、市民向け公開口演会を開催。[1]
配布後の利用状況を把握するためのアンケートを実施 [1]
全職員向けの説明会を行つた。

電子カルテ画面、職員向け電子掲示板、ホームページで紹介 [1]

2)職種ごとの周知方法
へ の

全医師に配布。/医局会にて説明配布。/がん診療に関わる医師・病棟に配布した。/幹部職員・各部署に配分数をとりきめ配布した後、残部をがん対応が多
く、かつ個別持ちを希望する医師に配布できる旨、全館メールにて再度周知をはかり、申し出た医師に配布した。

看餞師への周知 [21]

全師長に配布。/師長会にて周知を図り、各部署に見本・ちらし。しおりを配布。/看護部へ配布。/各病棟や緩和ケア、化学療法専従看護師へ周知し配布を
行つた/各病棟のがん看護リンクナース、がん看護専門看護師、緩和ケア認定看護師にも配布し、活用してもらっている。/緩和ケアリンクナースを通して、部
署への周知をはかつた。/希望者に配布。

院内スタッフヘの周知 [19]

がん相談支援センター相談員、院内がん相談担当者に配布し、活用を促した。/役職者、幹部全員に配布した。/薬剤師、栄養士に配布。/医療福祉スタッフ
ヘ回覧を行つた。/検査 リハビリ科 薬剤部各部署に職員開覧用として見本版の配布と資料配布を行つた。

緩和ケアチームヘの周知 [4]
緩和ケアチームメンバーに1冊ずつ、しおりと共に配布した。/緩和ケア研修会で配布した。

窓口担当者 [1]

委託業者に対して、説明用資料配布と説明を行つた。
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用および口費用として掲示、配置 [193
入口にポスター掲示。見本版を開覧用に配置。相談支援センター入日前と面談室に、チラシ じおりを配布用に配置。

相談支援センターのカウンターに「患者必携:見本」を閲覧用に、概要版を配布用として設置。

相談室前のパンフレットを置く棚に、案内(しおり)を配置。

患者会で希望者に配布しています。

ポスターを貼り、しおりを配布用に設置した。当院の売店で購入できる旨を表示した。

相談室のテープルに展示し、状況に応じて相談対応に活用。購入希望があつた場合は、病院売店を紹介している。

力くん相談支援センター前に、必要部分をコピーして提示。

閲覧している患者家族には がん相談が声をかけるようにしている。

がん相談支援室横の患者家族の動線となる廊下の掲示板にポスターとちらしを設置した。

地域の患者会や団体からがん相談 緩和に関する資料提供を求められたい際に紹介している。

相談室の掲示板にポスターを貼りだし、見本展示、療養手帳をA4に拡大し本棚に配置し、必要時配布。

患者向け講演会で資料としてちらしを配布。がん患者とその家族を対象にしたがん学習会で紹介。

がんシリーズの冊子を渡すとき、本の紹介をしている。乳がん患者会の会長に見本版を差し上げたとてもよい本と喜んで頂き、他の人に紹介すると言われた。3

月の乳がん患者会総会のとき、概要版としおりを渡してもらい、普及のための協力を得た。図書室にポスターを貼つた。

患者・家族への説 明時に使用 [103]

患者さんやご家族への説明の際に利用している。必要部分をコピーして配つている。

患者会で希望者に配布しています。

相談に来た家族に情報提供の一つとして紹介している。

状況に応して相談対応に活用。購入希望があつた場合は、病院売店を紹介している。

患者との面接の際にしおりを配布している。

相談内容に応じて紹介するようにしている。患者さんへの説明に利用するようにしている。しおりをがん冊子の近くに配布用として設置した。

患者さんに治療にかかる費用の説明、用語の解説のときに利用している。相談支援窓口においている。

必要時に案内。それぞれに既存の資料で対応していることもある。しおりま、診断されたばかりの患者に渡すこともある。

相談員全員が所持、相談時に活用。

閲覧している患者家族には がん相談員が声をかけるようにしている。

本を要約して患者さんにポイントを提供。

告知間もない方には説明し、貸し出しを行つた。

基本的な、がんに関する知識不足が原因で悩んでいらつしやる場合が多く、社会資源や経済的部分を紹介時に利用。

見本を相談室の個室に配置している。

息者 必携見本 版の賃し出し [10]

見本版に関しては、希望があれば貸し出し対応もしている。

がん患者・家族「集いの場」で紹介(問い合わせが十数名よりあり、見本版を貸し出した)。

告知間もない方には説明し、貸し出しを行つた。

相談室内ての関覧や入院患者への貸し出しを行つている。

スタッフ内で利用 [7]

相談員の知識向上のために活用している。

他の福祉スタッフにも共有を図つた。各部署に本を配布。

センター長、ワーカーともに勉強会を実施した。

間3:患者必携の貴施設内での周知・活用状況についてお伺いします。

3-4:来院された患者さんやご家族への情報提供状況について伺います。以下の場所での、息者必機に含まれる情報の利
用状況について教えてください。利用している場合は、その具体的な内容について教えてください。

1)相談支援センター
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て褐示、日置 [103

外来診療科待合ブースに開覧用として設置、希望者に配布。

外来の待ち時間を利用して自由に回覧できるように待合図書コーナーに設置。

イヒ学療法室内に数冊常備。治療の時間の間に希望あれば貸し出している。

外来待合ホール、受付カウンターにちらし。しおりを置いている。

「しおり」をEVホールに配布用に設置。ポスターを貼付。

外来ロビーにポスターを貼つた。しおりを配布用スタンドに配置。外来診察棟や各階の開覧図書ボックスに配置。

会計窓口の後方にあるロビーにポスターとチラシを設置した。しおりとちらしは、外来化学療法室、放射線治jn室にも設置し自由に持ち帰ることができるようにし

た(がん高度先進治療センター外来窓口にも設置予定)。 また、見本版を各病棟の食堂に開覧用として配置した。

外来通路冊子立て、配布用棚に、しおり。ちらしを設置した。

病院の入リロや再来受付機のところにポスターを貼つた。

専用棚を設置し、提供予定。

外来図書室への設置。

患■,家族の方への説明時に使用 [16]
医師・看護師が患者説明時に利用てきるよう患者必携本を職員用に配置した。

告知患者にバンフレット提供。

外来看護師が、資料として患者へ提示できるよう配置した。

患者さんに用語の解説のときに利用している。

がん患者を診察する医師の診察室におき、必要時利用したり、手渡ししてもらっている。

外来にて主治医より配布予定。新規にがんと診断された患者には「患者さんのしおり」「地域療養情報」を配布。すでにがんと診断されている患者には、手にとる
ガイドと地域療養情報のチラシを配布し、希望者には相談室にて地域療養情報を配布する。

各都暑へ配布 [11]
各科外来にいきわたるように配布し、活用してもらう。

看護相談、地域医療連携室に配布。

見本版を各診療科の医局に配布した。

化学療法室など関連部署へ配布。外来、CIMR室、入退院案内。

診療科から配布の依頼、患者からのr患者さんのしおりJの入手の希望があればがん相談支援室を案内する。

息者必携「がんになつたら手にとるガイドJ見本版の貸し出し [2]
化学療法室内に数冊常備。治療の時間の間に希望あれば貸し出している。

スタッフ内で利用 [2]
がん支援相談員が利用し、勉強会で使つている。

外科:スタッフ用として活用している。内科:外来の中待合に置き、自由に読んでもらつている。1冊は持ち帰られた。またスタッフ用として活用している。

配布用および口費用として掲示、配置 [157
ご案内のちらしとしおりを配布用に病棟ラウンジに設置した。一緒に見本版1冊を見本として設置した。

各病棟に見本を配布。ちらし・しおりはナースステーシヨン、インフォメーションコーナーに置いている。

院内独自で作成したチラシを掲示して情報提供をした。

各病棟ディルーム(患者。家族の集まる場所)に、見本版を開覧用として設置、しおりを配布用として設置。

「しおり」をE琳―ルに配布用に設置。
見本版の本は患者食堂に開覧専用として殷置。

各病棟のデイルームのしおり立ての中に入れている。補充に回つているがよくなくなつている(利用されている)。

各病棟、ICu、 oP待合室にしおりと見本を設置。

面会ルームに設置し、利用してもらつている。

●者。家族の方への説明時に使用 [20]
がんと診断の告知があった患者の全例にバンフレット提供している。

各病棟で医師、看護師が患者へ説明の際の情報提供等に使用している。

患者さんに用語の解説のときに利用している。

患者へのオリエンテーション等の情報源として参照。

今後配布し、入院患者の指導に活用する予定。

1冊ずつ配布し、職員から患者・家族へ紹介。

診療科から配布の依頼、患者からの「患者さんのしおり」の入手の希望があればがん相談支援室を案内する。

各部署の看護師に、患者さんからの問い合わせには、「相談支援センター」が対応すると伝えてもらうようにしている。

各部署へ配布 [11』

各病棟へ配布して、活用してもらう。

がん患者のいる部署への配布。

各病棟の看護師長に配布。

スタッフ内での利用 [6]

がん署護リンクナース、スタッフ用、師長用として配布した。

病棟内勉強会に利用。

血液内科病棟 :スタッフ用として活用している。とてもよい本と思う。外科病棟 :スタッフの学習用として各自が読んでいる
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室/息者サロン

書
=、
息者情報コーナー等にて園寛・貸し出し [102]

図書室、透析待合室に置いている。

思者必携を持ち出し禁として設置。患者さんのしおり、ちらしは持ち帰り自由。ポスターの貼布。

患者交流スペースに見本を設置した。

患者向け情報冊子コーナーにポスターを貼り、ちらし、しおりを並べた。見本版を開覧用として配置した。

患者図書室へ「見本版」を開覧用として配架した。患者図書室内のパンフレットコーナーヘ「しおりJを配架した。

各フロアの患者用デイルームに関覧用として配置。

患者会・息者サロン等の会で紹介 [37J
患者教室に参考資料として一部の文章を抜粋して使用した。

月1回の患者さん、ご家族対象のティータイムに見本を見ていただいた。

サロンでは話題の提供書類として活用している。また、5月 に完成する患者図書室にも配置し、興味のある利用者への配布を促す。

サロンに参加した患者 家族(ピアサポーターさん)に配布した。

患者会代表に紹介。移動図書て病室に持参し紹介。

患者サロン開催時に「患者必携」の案内を行つている。その際に、思者様・ご塚族に「しおり」をお渡ししている。

5)その他
院内共用スペースで紹介 [26]

外来のエスカレーター前のフリースペース、公衆電言舌携帯電話使用コーナーに、概要版とチラシを設置して配布。

外来の会計窓口付近の情報提供ブースにポスターを貼つた。

総合案内(インフォーメーション)にちらしを配布用として配置している。

掲示板にポスターを貼り、ポスターのポケットにしおりを入れ、相談窓口に関覧用として置いてあることを情報提供している。

院内移動図書に開覧用として設置した。

病院内亮店で紹介 [10]

院内売店にポスター(書籍に添付されたもの)を貼り、書籍を販売しており、見本版を開覧用として配置した。

院内売店の書店に依頼し、販売用薔籍コーナーで販売を依頼した。

病院売店に書籍設置を申し入れ.設置していただいた。エントランスホールのパンフレットラツクに「しおり」、「ちらしJを設置。書箱について「患者図書 相談支援
センターて開覧できます」、「病院売店で購入できます」のビラを設置した。

息者・家族向け講漬会で紹介 [18]
患者家族向け講演会でプレゼンテーションした。

市民公開講座で紹介するとともに、会議内で見本を展示し、周知を図る。しおり、チラシ配布。

病院主催の市民健康講座の参加者にしおりとチラシを配布した。

月1回定期開催しているがんセミナーの今年度はテキストとして使用。6回に分けて、患者 家族向けのセミナーとして開催することとした。

化学療法室、地域医療連携童、栄養科 、健診センター等間違都暑で紹介 [15]

見本版を外来イヒ学療法室のベッドに1冊ずつ閲覧用として配置した。

地域医療連携室にて、退院支援を行う患者の家族に貸し出すため、患者必携本を配置した。

関連部署(栄養部、事務(入退院支援室)、 リハビリ室等)にも見本版を設置した

当院内にある健診センターヘ見本版を開覧用として配置した。

院内スタッフヘ広く紹介 [11]
薬剤科、栄養科、用度課、事務部門等、院内すべての部署に配置し、活用を依頼している。(事務部門は知人、近所の人からの相談にのれるように,

医事課スタッフなどの希望者に配布。

医師、肴護師、ワーカー等の勉強会で使用。薬局、放射線技師、エコー等患者さんにかかわる技師に内容説明し利用依頼。

認定看護師に1部ずつ配り、活用してもらつている。

患者会へ紹介 [9]
がんサロンの参加者よりの紹介・ロコミで知り希望者あり。

がん患者会で患者必携見本を展示している。
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間4:地域での周知に向けた取り組みについてお伺いします。

4‐2貴施設より、周辺地域の医療福祉関係者に対して、患者必携を紹介したり、配布・普及について連絡を取つていますか。
すでに「患者必携」:こついて何らかの連絡を取つている場合には、その具体的な内容について教えてください。

1)医

地域連 携機 関へ紹介 。配布 [109]

見本版を近隣医療機関 11場所に郵送した。

他院MSW、 地域医療連携室などと会う機会ごとに謹呈している。

かかりつけ医からの紹介があつた診療機関に、予約案内とともに、各種がん冊子、患者必携を同封。PDFファイルを添えて郵送した。

5大がん地域医療連携パスに登録された医療施設にご案内のちらしとしおりを送つた。一部病院施設には見本版も一緒に送つた。

力`ん地域連携パスの連携登録医、地域の訪問看護ステーションすべてに対して、患者必携の目的などを書いた説明文書をつけて、見本版を郵送。

県として各拠点病院から40冊ずつ拠出して、がん連携に手を挙げている施設に1冊ずつ郵送した。ただし、県はリスト作成し、郵送は各拠点病院から行つた。

退院時カンファレンスで来院される他病院の担当者へ、患者必携の見本について紹介と配布をし、日々の診療などに活用していただけるようにお願いしている。

がん診療統括コーディネーターが地域の医療機関・訪間看護ステーション・看護協会を訪問する際に持参し、趣意書と一緒に活用をお願いし、配布している。

冊子の活用方法を文面に起こし、ちらしと本と一緒に活用依頼。がんパス利用の委員、訪間看護ステーション、がんターミナル対応の医院や麻薬取り扱いの医
師にも活用依頼しました。

地域連 携等 の会臓、講演会 において紹介・配布 [28]

地域のがん連携に関する会議の際に配布。

研究会やフォーラムに参加していただいた方へ配布しました。

地域の懇談会時に、病院関係者や訪間看護師に見本版を配布した。

県がん診療連携拠点病院協議会で「患者必携 がんになつたら手にとるガイドJを説明し、協議会参加者に配布した。

医療者対象の講演会(院内外120名の参加があった)で、作成の経緯と活用を説明し、院外の医療機関からの参加者に配布した。

二次医療日を通じて紹介・配布 [12]

日域内のがん診療連携拠点病院と連絡を取り配布方法を検討し、各連携医療機関に配布した。

予定として、二次医療日の病院、当院の登録医へ、利用のしかたについての説明文書を付けて「患者さんのしおり」を送付。

二次医療圏内の病院、医師会、訪問看護ステーション、がん連携バス登録医療機関へ「見本版J、「しおりJ、「ちらし」を概要案内を添えて配布。

銀和ケア研修会にて紹介・配布 [6]

緩和ケアチームセミナーや地域向けの研修会で配布。

緩和ケアで地域連携している施設に、定例会の際、見本版、しおり、チラシを配布した。

地域医師会を通じて紹介・配布 E41
医師会を通して、配布。

地域、約170の医療機関への必携見本版の設置をお願いするため、各医師会へ本を持参または郵送し、配布を依頼した。

広報誌を介した紹介 [4]

病院ニュースなど送付する際に、あわせて送付した。

近日中地域の医療機関への情報誌に紹介する予定がある。

広報誌と一緒に「しおりJおよび「ガイド」をがん診療連携病院に送付した。

2)薬局

臓漬会、研修会等で配布 [12]
連絡会のときに紹介し、配布した。

薬剤師との連携勉強会にて、配布した。

緩和ケアチームセミナーや地域向けの研修会で配布。

講演会で「愚者さんのしおり」、概要版を配布し、案内を行つた。

二次医療圏内の薬剤師会に「しおり」、「ちらし」を概要案内を添えて配布、薬剤師会から各栗局へ案内してもらつた。

近隣の薬局へ紹介、配布 [111

麻薬取り扱い薬局ヘチラシを配布予定。

5月 中に県内の全薬局へ患者必携のチラシと地域療養情報を発送予定。

県内薬剤師会へ見本・ポスター。しおりを送付し、薬局等への周知を依頼。

薬剤師会薬局を訪間し、直接ちらし、しおり、見本版を持参し、活用について説明.配布・普及への協力を依頼した。
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3)地域 の 保健・
行政機関 ( ・配布 田41

市保健福祉課に見本版を送つた。

二次医療田内の保健所、居宅介護支援事業所に「見本版Jを配布。

保健師等来院時に「患者必携」(見本版)および「しおり」を配布している。

県庁と連携し、保健所への配送を依頼した。来院した地域包括支援センターに内容を説明し配布した。

地域包括支援センター、保健センターに見本版および患者さんのしおりを配布。

医療福祉連携機関対象の症例検討会の参カロ機関に、院内保有の見本残部とチラシの配布を行つた。年度はじめに相談支援センターのちらし、ポスター配布を
毎年度行つてきたが、本年度はその送付に同封し、患者必携のちらしを同封し、送付した。

地域連携等の会議、講演会において紹介・配布 [24]

地域ケアミーシ ングで紹介。

連絡会のときに紹介し、配布した。

行政機関との定期的な協議会の際に配布した

地域連携室の会議に出席された施設に配布した。

緩和ケアチームセミナーや地域向けの研修会で配布。

地域連携をしている保健・福祉機関に問いかけ、希望があれば渡している。

訪間看 Eとの連携 [12]
保健所、地域包括支援センターに配布、訪問看護ステーションに配布。

近隣の訪問肴護ステーションに添付文書とともに送付した。(冊子.しおり等)

訪間看護ステーション協会へ見本版を届けた。介護支援専門員協会に見本版を届けた。

訪間看護ステーシヨンのいくつかに患者必携(見本)を渡し、必要な患者への情報提供を依頼した。居宅介護支援事業所に患者必携(見本)を渡し、患者さんヘ
の案内やスタッフの活用に使用していただくよう紹介した。

4)市区町村
市区 当部署へ紹介・配

健康増進課の相談員にも配っている。

県内市町村77にセットで配布予定(運休あけ)。

二次医療圏内の保健所に、見本版を送付し参考にしてもらった。

二次医療圏内の各市町村地域包括センターに「見本版」を配布。

コミュニティセンター・口書館年の公共施設に紹介・配布

コミュ 7イセンターに西己布。

市図書館、分館へ各1冊ずつ配布。

今後、健康教室実施時に公民館等へ配布予定。

[3」

5)その他
・施設 へ紹介・配布 [13

がん患者さんの担当ケアマネにサービス担当者会議で紹介した。

老人保健施設、特別養護老人ホームヘ案内し、職員用として配布した。

市内各自治会ヘチラシを配布した。沖縄県医療ソーシャルワーカー協会会員ヘチラシを配布した。

訪間看護ステーシヨンヘ配布して、患者 家族への対応に活用していただけるようにお願いしている。

講演会年 において紹介・配布 [101

民間保険会社での研修会にて紹介した。

当院主催の市民公開講座でチラシを配布予定。

6月 にタウンミーティングにて一般向けの講演会を開催予定。

院内のがん診療支援委員会主催講演会において、患者必携の必要部分をコピーし、資料として説明した。周知というより案内をした。

公共施設 に紹介・配布 [5]

公民館にlヵ所(希望があつたので)。

県庁に配布し、健康コーナーに掲示してもらった。

公共図書館に開覧用に見本版および患者さんのしおりを配布。

患者会へ紹介・テラシ配布 [4]

患者会代表者に配布。

区運営の患者会に患者用チラシ配布。

医療職姜成校に紹介・配布 [2]
実習に来ている看護学校へ参考図書として渡した。内容が分かりやすく好評てした。

メディアに紹介・配布 [1]
中日新聞、朝日新聞、読売新聞およびNHKに患者必携を送付した。

-20-



間6:今後の患者必携の普及・活用に向けたご要望などをお何いします。

6‐■院内や地域において、また、医療関係者や患者。家族、市民の方々に患者必精を普及する取り組みの中で、工夫されてい

ることがありましたら、ぜひ教えてください。また困難と感じていることがありましたら、それについても教えてください。

エ

院内で広く紹介 [19]
力くん患者カウンセリング料算定の際に同席する看護師に、紹介や説明をしていただいています。

患者図書室で閲覧できることを各職員に周知してもらい、患者図書室の利用を患者に勧めてもらつている。

今後、地域の医療機関へは、当院より定期的に配布する広報誌を合わせて、お知らせする方法を考えています。

当院が連携医療機関宛てに作成している「病院だよりJにお知らせとして紹介。配布希望医療機関には郵送可能と記載。

一般市民を対象としたがんに関するセミナーにおいて、相談支援センターの紹介に併せて各種バンフ類とともに案内をした。

ポスターとちらしを外来、入院、お見舞いの方を含む動線に掲示し、患者 家族・地域住民の目に届きやすいように工夫した。

「緩和ケア教室」(患者・家族を対象)を開催しています (1シリーズ終了)ので、その場を活用して、普及に努めていきたいと思つています。

外来でのがん告知が多いため、外来の医師や看lthが「しおり」を紹介し、がん患者サロンやがん相談に立ち寄れるような流れができるとよい。がん相談担当
者は、「患者必携」の内容を理解し、相談や指導に活用できるとよい。また、療養手帳の活用も進めていけるとよい。

手に取りやすい方法を工夫 [10]

当病院周辺の各書店に確認したところ、『患者必携 がんになつたら手にとるガイド』は常備されていなく、その都度の取り寄せになるとの回答であつた。患者さ
んが手軽に購入できるように当院売店に常備として置いた。

相談支援の中で、患者必携の記述を紹介しながら説明。相談員の相談の質が担保される。院内の売店に並ぶと普及に貢献すると思う。

がん図書コーナーで見本版を貸し出し可能として数冊設置。

書店でどこ売つているか近くを調べ案内している。

患者さんヘスムーズに配布できるように、 マニュアル作成や配布のためのツールを作成した。
病診連携等での紹介 [13]
近隣の医療機関に対して、患者様を含めて情報を共有するため、がん診療連携パスの運用開始と併せてガイドを配布したい。

二次医療圏内の地域がん診療運携拠点病院、大学病院と連携し、地域の医療機関.医師会等へ郵送し配布した。
二次医療圏内の訪間看護ステーション所長会議へ連絡し、しおりを全ステーションに郵送手配。

がん診療連携拠点病院への送付も大変だと思いますが、医師会での広報や普及もより地域の患者さんにとつては、身近になると思いますので、医師会への送
付も検討中です。

院内は各病棟、外来に配布し患者 家族、■護師への周知が容易であるが、医師や看護師以外のコメディカルヘの普及が困難である。地域に対しては、地域連
携協議会時に参加された医療機関の医師に配布した。

講演会等の催して紹介 [12]

患者さんや家族向けの講演会等で前座でDVD等で宣伝てきれば良いのではないかと思います。

今回、がんについて話をして欲しいと、公民館での出前講座を依頼された。このような機会を増やしていくことが必要だと思う。

本年度計画されている緩和ケアセミナーや市民公開講座などの機会に ちらし,しおり見本版のセットおき.広報できるようします。院内でも がんに関係した
勉強会 講演会の際には,しおり,チうシを置きたいと思います。

地域の患者 家族、市民の方々や医療福祉関係者への患者必携の普及・活用について今後取りrulんでいきたいと思つております。具体的な取り組みとしては、
年に1回当院の緩和ケアチームが主体となつて市民公開講座を開催しておりますが、次回開催時に思者必携を紹介する予定です。

院内医療職の普及展開 [6]

活用例を館内一斉メールにて送信するなどが必要かと検討中てある。

院内での多職種カンファレンス、協議会の場でのアナウンス、講演活動でのアナウンス、新採用肴護職員へのアナウンス、専門、認定看II師への見本版配布

いかに医療者を巻き込むかが課題であると考えていますが、当院では、医局会や管理診療会議で情報提供したり、各診察室に配置したり等、医療者の目に入
るよう心掛けました。

当院は大学病院であるため、教育機関としての性質上、医学部、看護学部、リハ学科、事務関係の学生や関連する教員が在籍している。そのため、患者家族だ
けではなく、今後医療 保健 福祉を担う多くの学生や、その教育関係者にも閲覧していただけるよう配布している。

がん患者のサポート体制が院内全体で取り組まれシステム化されています。また、地域との連携も充実されるよう関連部署間のカンファレンスの場も設けていま
す。がん患者様にとつて必要な情報への理解を深めることで、より患者様の意向にそつた関わリカくできるのではないかと考えます。

相談員はがん対策情報センターの動回も見てすすめ方をイメージ化した。

息奢会・ピアサポートでの利用 [2]

がん患者会が3月 4月 と活動休止中だつたので、これから患者会などへの広報をしていきたい。

がん患者相談の場で積極的に活用する他 当院では昨年10月 から毎週木曜日に がん患者ピアカウンセリングを行つておりその場でも案内したいと考えてい
る。

その他 [2]

現状、まだ地域に向けての取り組みにつきましては院内で検討中です。今後具体的に動いていく方向です。申し訳ございません。

医療連携の役割もあるので、現在は、がんパスである「東京医療連携手帳」の説明を患者さんや家族にする機会があります。そこて今後の治療計画は手帳で説
明し、療姜生活については「患者必携Jの本を紹介することもあります。治療と療養の両方の説明のよい機会になるのではないかと取り組み始めたところていま
す。
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」殿鴇講臨 毀緊沢習璽囁鶏群纏珈  [賃撚露襲1珈晰躊認棚 翻鶴濯暮財
相談者への提示が難しい。

疾患ごとのページやわたしの療養手帳は必要でない方もかなりいらつしやるため、購入は勧めにくいです。

ちらし・しおり。見本を一緒にインフォメーションコーナーに置いたところ、本を斡旋していると捉えられ、置き場所に苦慮した。

困難な点は具体の相談活動の中でどう活用するか冊子へつなげるタイミングが難しい。

書箱の購入については、ネット販売が中心。静岡県内でも取り扱つている書店は20ヵ所ということで、リストをもらいました。インターネットが使用できな
い方には

購入力`難しいようです。

必要な人に活用していただきたいと思いますが、何でももらえるものはもらうという考えの方が多いように思います。

患者必携事務局より

財 務まと腫宅慧 継亀為鍼 i珊と琳認器端 纏彙UK、 11鵞コ:ittII｀患者必携は、「患者と医療者の対話のなかで活用される、コミュニケーションウ

センターを活用するなど、情報の探し方をお示しすることにとどめています。相談内容に応じて一部をご紹介するなど、ご活用ください。

がんの冊子やがん情報サービスとともに 診療や相談支援の現場などで広くご活用いただくために、引き続き普及に向けた取り組みを行つてまいります。

また、書店や院内売店での取扱いについては、出版社に直接お問い合わせください。

発行 :株式会社 学研メディカル秀潤社 東京都品∫1区西五反田2-11-8
TELi03-6431-1234/FAX 03-6431-1790 httpノ /8akkOnlnesh co」 p/

院内周知の困難 [211

院内における周知の度合いがはかりきれない(尺度がない)ということがあり、今後の課題です。

投殊摺爾見【糞理学者」藁巽£箋楚lゝ急盤鳥層踏担ξ?懲奮諸
ため、受け取り側に混乱力く生したケースがあり、今回は共通は内文書を作成
lJI明記された文書様式を頂けると周知の際に有難く思います。

霜異λ琴馬:疑臨誌電警轟鶏箕謀鏑百翠砲霞協理謝鼎動ミ″彗齢?鰍:世留距
し・ くか考えたいaう

当院が改装工事中ということもあり、保存場所(置き場所)の確保が大変だつた。院外の関係者、関係機関にどこまで配布、普及活動す
べきか迷った。

医療従事者研修会、緩和ケア研修会に出席した医療関係者に見本版を配布できたらよいと考えているが、今、外来の改修工事をしていて、保管場所がな
いた

め、送つてもらうことができない。しおりで対応したいと思う。

一部患者団体を通して広報普及を図っているが、院内に対する周知、取り組みがまだ十分ではない、

本の中身は非常によいと思うが、一人一人の個別性のある相談の中で本の宣伝を中心にしたくはないので、結局置いてあるものに興味を持った方が見る程度。

外来診療の中で本を勧めることはなお難しいと思う。

日々の業務の中での作業となるため、関係機関への周知が遅れがちとなつてしまいます。

困難だつた点一当院では、医師より患者さんへ配布をする予定だが、「医師への負担が大きいJ等、診療に要する時間の問題が課題に挙がつた。

医師から説明・配布していもらうことを原則としているが、理解が得られにくい。

患者さんが、必要としているものかあるいは興味を持つている情報なのかわからないため、積極的に医療従事者に勧められない。

息者必携事務局より

鍔 累 1ぜ櫂 躍鷲 祠 鑽 嚇 記淵 樹 講i誰郡 轟躙
鵬 精 鬱黛軍∬籍掌臭

援の現場でより使いやすくするための内容や提供方法の改善に向けた取り組
`

周知の困難 [1

医療411関 (地域がん診療連携拠点病院)だけでの普及活動には限界を感じる。

がん拠点病院以外の医療機関とは、この冊子の普及に対する考えに温度差を感じます。

見本版を地域の医療福祉機関へ配布するにあたり、どのような基準で配布する施設を決定すればよいか苦慮している。

拠点病院から多くの患者さんの日に止まるようすることには限界がある。市の広報、保健所の広報、医師会をとおして案内をすることも必要と思う。

冊子を郵送する際、郵送料の負担が大きく感しました。他の医療機関は郵送費用をどのように捻出しているのか、また配布方法を工夫しているのか教えていた

だけると助かります。

間4にも地域の保健・福祉機関や市町村への取り組みの項目がありましたが、一病院で取り組むには無理があると思います。他の地域で取り組んで
いる事例が

あれば参考にしたいと思います。

今年度の行事の中に 患者家族に向けて公開講座を予定しています。その際、普及への取り組みや活用を深める活動ができればと考えています。拠点病院と

言え、公立とは違い 片田舎の病院では広報力に差があります。市民の方々への広報はなかなか難しさを感じます。

地域医療機関への周知においては、拠点病院で話し合ったが、各拠点病院がん相談支援センターの判断となつた。相談支援センターだけで判断するのが難し

磐見警点 、思雛ダ 、翻 盟 理 R%を 票覧Y肩電ご詈ちざき
脚 赫 院のがん縦 螺 センタ がどこま硼 り組め曲 功ヽ

患者必携を地域の病院に送付しましたが、同じ圏域の拠点病院で送付先が重ならないように分担しなければならない点、また見本版1冊ず
つ、しおりおよびちら

しを10～20部ずつに分ける手間や送料が大変でした。(特に年度末だつたので…)

奪二嘉轍 菖百讐称斉藁菖まオ亀写編 :彗舒1殊免[暑
羅 I轟輩 :別感卍ちI濯顎ヒ提案を中 るところで九

繹 脇 霧督』幾蓄暑彗鰊 糞傷写憲響彗翻 、たロサ相ぎあいは存じま丸
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6‐2患者必携の活用・普及に関して、日立がん研究センターがん対策情報センターヘのご意見やご要望等をご記入ください。

O具体的活用方法情報提供への期待
・臨床現場での活用現場、配布方法、他施設・他地域での取り組みなど、活用事例を紹介してほしい。

患者必携事務局より

今回のアンケート調査で全国のがん診療連携拠点病院の皆さまからお寄せいただいた活用方法や普及に向けた取り組みを院内、連携医療機関、地域などに
分けてまとめさせていただきました。皆さまの参考としてご活用いただけましたら幸いです。また、診療や連携、相談支援の現場でより使いやすくするための内
容や提供方法の改善に向けた取り組みも進めてまいります。

O地域連携に向けて
。行政等への普及は国立がん研究センターがん対策情報センターや都道府県等が主導するのがよい。
・地域における医療機関・福祉施設、薬局、クリニック等への見本、しおり等の配布場所について、事前の調整ができるとよかつた。
・詳しい知識をもつがん患者さん向けには内容がもの足りない。少し読むには分厚すぎる。
・地域への普及が足りないと考えている。拠点病院で追加希望の対応は可能か。

患者必携事務局より

・力くん情報普及に向けた連携について、ご指摘ありがとうございます。地域における活用事例や連携の場での活用など、今回頂いたご意見をもとに、さらなる充
実に向けて検討してまいります。
・患者必携は、r患者と医療者の対話のなかで活用される、コミュニケーションツール」として作成されています。個別の病気、治療法などについては、相談支援
センターを活用するなど、情報の探し方をお示しすることにとどめています。相談内容に応じて一部をご紹介するなど、ご活用ください。
・今後の追加配布につきましても、情報を必要とする方に届けるべく2011年 7月現在調整しています。

0具体的計画について等の事前提示
・周知や配布に必要な予算や遂行計画を立てるために、患者必携の配布時期、部数、配布先など、事前に示されるとよかつた。
・活用方法や送付数について、事前に情報提供していただきたい。
・一度に大量に送るのではなく、必要な時に必要な部数が手に入るようにできないか。

患者必携事務局より

・見本版送付に先立ち、1月中旬に部数と配布先について施設長殿宛ておよび相談支援センターご担当者様宛てに、情報提供させていただきましたが、活用方
法や地域での配布・周知への取り組みについては、例示にとどめております。アンケートやヒアリングなどでいただいた活用事例や普及に向けた取り組みなど、
引き続き情報提供させていただきます。
送付部数については、これまでの冊子の活用状況、院内での医療者の方々、地域の連携施設の方に広く閲覧いただける部数を設定させていただきました。追
カロ送付のご要望への対応や、活用事例のご紹介など、情報を広くご活用いただくために取り組んでまいります。

O普及・促遭への提案
・テレビや新聞などで取り上げると効果的。
・普及に向けた講演会や、動画配信するなど、活用例を紹介するとよい。
病院の売店で購入できるようにしてほしい。

患者必携事務局よリ

ご提案ありがとうございます。マスメディア、地域の情報媒体、講演会、研修会など、さまざまな機会で、具体的な活用事例や各地域の取り組みとともにご紹介
いただけるように、普及に向けて取り組んでまいります。
・地域メディア(地方新聞、地元CATV、 民放テレビ局各社など)の取材依頼にも可能な限り対応させていただきますので、ご相談ください。
・がん情報サービスでは、患者必携の活用支援のための動画を掲載しています。ぜひご活用ください。

0ツールに関してのご晏菫
・ツールの必要部数を事前に問い合わせてほしい。
・ポスターのサイズを大きく/小さくしてほしい。
ちらしを入れるポケットを付けると掲示できないので、ポケットのないポスターがあるとよい。

患者必携事務局より

ツールの必要部数は、院内、相談支援センターで広くご紹介いただき、患者必携について認知の機会を広くいただくように設定させていただきました。また、ポ
スターについてはがん情報サービスに、ちらしとともにPDFファイルとして掲載しており、縮小/拡大印刷することで他のサイズで印刷することができます。また、
ポケットのないポスターのPDFファイルもご利用いただけますのでご活用ください。
患者必携のご案内 (ちらし、ポスター、動画)
http://ganJohoJp/hOSpib1/oonsultatlon/info_hikkd htlnl

また、まとまつた部数のご希望がありましたら事務局までお問い合わせください。

Oその他

・本としては厚い・重いのでは、分冊にしてはどうか。
・書店や院内売店に置いていないので、購入希望者力`入手できない。
・スタッフや患者さんに、わかりやすい冊子と好評である。
・がんの冊子は希望者が多く活用範囲が広いため、今後も冊子を希望したい。

患者必携事 務局よリ

・完成版としてPDFファイルを公開後も、本として入手したい、活用したご意見を踏まえ、入手しやすい価格と流通面の検討を行い、一冊にまとまつた形態となつ
ております。また、書店や院内売店での取扱いについては、出版社に直接お問い合わせください。
発行:株式会社 学研メディカル秀潤社 東京都品川区西五反田2-11-8
TEヒ03-6431-1234/FAX 03-6431-1790 httpノ/gakken¬ esh cojP/

・患者必携のPOFフアイルは引き続き無償でダウンロード、印刷していただくことがてきます。相談の内容によつて必要な部分を印刷したり、一部をご紹介いただ
くなど、ご活用ください。
・がんの冊子やがん情報サービスとともに、診療や相談支援の現場などで広くご活用いただくために、引き続き普及に向けた取り組みを行つてまいります。
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